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（ 午前９時００分 開議 ） 

○木澤委員長 おはようございます。 

それでは、ただいまから再開し、直ちに本日の会議を開きます。 

９日に引き続き、審査を行ってまいりたいと思います。 

それでは、健康福祉部所管に係る予算審査を行います。 

初めに、第３款 民生費について、説明を求めます。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 それでは、第３款 民生費のうち、健康福祉部が所管する各科目の

予算につきまして、ご説明を申し上げます。 

恐れ入りますが、着席をさせていただきます。 

一般会計予算書の５９ページをお開きいただけますでしょうか。 

はじめに、第１項 社会福祉費であります。 

５９ページから６０ページの第１目 社会福祉総務費では、新年度は、３億９，５１

６万１千円を計上しています。前年度と比較して、３０１万４千円、０．８％の減額と

なっております。 

主な予算の内容は、まず、平成２９年度から地域福祉の推進に関する事項を定める地

域福祉計画の策定を２か年事業として策定をすすめており、その２年目の費用として、

第１３節 委託料のうち、地域福祉計画策定業務委託料１０６万４千円など、あわせて

１１８万７千円を計上いたしております。。 

次に、新たに取り組む事業といたしましては、成年後見制度の利用を必要とされる人

に対して支援を行う法人について、広域町においてその運営費の負担を行うことかから

６０ページ 第１９節 負担金補助及び交付金のうち、法人後見センター負担金として

１３５万２千円を計上いたしています。 

また、このほかに、職員に係る人件費のほか、社会福祉団体への補助金、生活環境部

が所管する国民健康保険事業特別会計への繰出金などに要する費用となっております。 

次に、６１ページから６２ページの第３目 老人福祉費であります。 

新年度は、７，２７０万９千円を計上しています。前年度と比較して、１６３万１千

円、２．３％の増額となっております。 

主な予算の内容は、まず、平成３０年度から平成３２年度までの３か年を計画期間と

する第７期斑鳩町介護保険事業計画・高齢者福祉計画を実施するに当たり、高齢者が尊

厳を保ちながら住み慣れた地域で安心して暮らせるように、医療、介護、介護予防、生
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活支援等の情報提供を行うため、高齢者ガイドブックを策定いたします。その費用とし

て、６１ページの第１１節 需用費の印刷製本費のうち、１２１万円を計上いたしてお

ります。 

また、第１９節 負担金補助及び交付金では、三室園組合への負担金や老人クラブへ

の助成金など、第２０節 扶助費では、老人福祉施設措置費として６４７万１千円、高

齢者優待券交付費として１，９５６万５千円、在宅ねたきり老人介護手当として４３０

万円などを計上いたしております。 

次に、６２ページの第４目 老人憩の家運営費であります。 

老人憩の家の臨時職員の人件費のほか、施設の維持管理等に必要な費用として、新年

度は、２，２３２万７千円を計上しており、前年度と比較して４１万６千円、１．９％

の増額となっております。 

次に、６４ページから６７ページの第７目 障害福祉費であります。 

新年度は、６億３，６６９万２千円を計上しています。前年度と比較して、６，１３

８万３千円、１０．７％の増額となっております。 

主な予算の内容は、まず、新たに取り組む事業として、障害や発育の遅れのある児童

の保護者を対象に、子どもの行動理論や具体的な対応の仕方を伝えるペアレントトレー

ニングの実施として、６６ページの第１３節 委託料のうち１３万２千円を計上してい

ます。また、この費目は、障害者総合支援法に基づくサービスの給付が過半を占めてお

り、６６ページの第２０目 扶助費で、５億８，３１７万８千円を計上してします。 

次に、６７ページから６９ページの第８目 ふれあい交流センターいきいきの里管理

運営事業費であります。 

ふれあい交流センターの臨時職員の人件費のほか、施設の維持管理等に必要な費用と

して、新年度は、３，６９２万８千円を計上しています。 

次に、６９ページの第９目 介護保険事業繰出費であります。 

新年度は、３億７，５０１万円を計上しています。前年度と比較して、２４０万５千

円、０．６％の増額となっています。 

介護保険の給付に係る町の法定負担分の１２．５％にあたる介護給付費繰出金２億７，

８１２万６千円のほか、地域支援事業費に係る町の法定負担分、職員の人件費や事務費

の経費に係る費用及び介護保険低所得者保険料軽減に係る繰出金を計上いたしておりま

す。 

次に、６９ページから７０ページの第１０目 総合保健福祉会館管理運営費でありま
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す。 

総合保健福祉会館は、保健・福祉の活動拠点施設として、多くの皆様にご利用いただ

いており、施設の維持管理等に必要な費用として、新年度は、３，３９４万８千円を計

上いたしております。 

続きまして、第２項 児童福祉費であります。 

はじめに、７１ページから７３ページの第１目 児童福祉総務費では、新年度は、５，

３３６万６千円を計上しています。前年度と比較して、斑鳩黎明保育園の増築支援が終

了したことにより、９，３７０万４千円の減尐となっています。 

児童福祉事務に関わる職員の人件費と、保育所、学童保育、児童手当以外の事務や事

業に係る費用を計上しています。 

新たに取り組む事業として、全国的に増加傾向にあります児童虐待に対する取組の強

化をはかるため、ケース記録や進行管理台帳などの情報を電子化し迅速かつ適切に行う

児童家庭相談システムを導入する費用として電算ソフト使用料のうち１８０万円を計上

しています。また、妊婦健康診査等のためにタクシーを利用する妊婦又は乳児の保護者

に対し、妊娠、出産及び育児に係る身体的及び経済的負担を軽減するため、タクシー利

用料金の一部を助成する補助金として、扶助費のうち６８万円を計上しています。 

次に、７３ページから７５ページの第２目 保育園費であります。 

保育士などの人件費を含む町立保育所の運営に要する費用として、新年度は、３億５，

１００万９千円を計上しています。 

町立保育所において、通常保育のほか、引き続き、延長保育や一時預かり、障害児保

育を実施してまいります。 

次に、７５ページの第３目 児童保育費であります。 

新年度は、平成３０年１月時点の申込申請者をベースとして、３億１，６４６万４千

円を計上しています。前年度と比較して、８，３７６万６千円、３６．０％の増額とな

っています。 

予算の内訳は、町内の斑鳩黎明保育園、小規模保育所ほうりゅうじ及び町外の私立保

育所の入所委託料として、３億１，００１万６千円のほか、町外の公立保育所入所委託

料として、５４５万１千円、町外の認定こども園への委託料として、９９万７千円を計

上しています。 

次に、７６ページの第５目 児童手当支給事業費であります。 

児童手当及びその給付に要する事務費として、新年度は、４億８，０１４万３千円を



 - 5 - 

計上しています。 

最後に、７７ページ第３項 災害救助費であります。第１目 災害救助費で、前年度

と同額の２千円を計上しています。万一の災害の発生に備え、早急な対応を図るための

名目予算となっています。 

以上で、第３款 民生費のうち、健康福祉部が所管する予算の説明とさせていただき

ます。 

よろしくご審議賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○木澤委員長 それでは、説明が終わりましたので、第３款 民生費について、質疑をお

受けいたします。 

小林委員。 

○小林委員 予算書の５９ページの地域福祉計画推進協議会委員の報酬についてでありま

すけれども、前年度１０人で１０万円から今年度８人で１２万円ということになった根

拠とですね、これは同じメンバーで構成されているのか、それと、その下の委託料の中

に地域福祉計画策定業務委託料とありますけれども、昨年度１８歳以上への１，２００

人にアンケートをとられましたけれども、今年はどういうことをされるのかを教えてい

ただきたいと思います。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 まず、報酬の関係でございますけれども、平成２９年度につきま

しては、まず、委員の方については継続して行っていただいております。委員の数につ

いてはまず１０名でございます。その中で、平成２９年度におきましては、この会議の

回数については２回を想定しておりまして、その金額を１０万円を計上させていただい

て、５，０００円の２回、１０人で１０万円。 

それと、平成３０年度におきましては、この中で公務員の関係の方の委嘱をさせてい

ただいた方がお二人おられますので、その方を除いて８名分の３回分で１２万円を今回、

予算計上をさせていただいております。 

それと、平成２９年度に協議会、予定も含めて２回を開催させていただいて、アンケ

ート調査につきましては１１月に発送させていただいて、今般、取りまとめをさせてい

ただいております。その中で新年度におきましては、この協議会においておおむね３回

を開催をさせていただいて、地域福祉計画の取りまとめを行っていただくというような

スケジュールでさせていただいております。 

○木澤委員長 次長、今、「メンバーはかわらない」と最初に言いましたけど、でも平成
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３０年度は公務員の方が、２人分報酬出てないということはどういうことなんですか。 

加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 平成２９年度の予算をつくっていく段階では公務員の方を想定せ

ずに、まず１０名という形で予算を計上させていただいています。で、２９年度の中で、

委員の委嘱をさせていただいた中で、公務員が２人入っているということでございます。 

○木澤委員長 わかりました。すみません。 

小林委員。 

○小林委員 福祉計画に係る委託料というか費用というのは、もうこれが最後という認識

でいいんですかね。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 はい、平成２９年度と３０年度の２カ年となっております。 

○木澤委員長 小林委員。 

○小林委員 ありがとうございます。 

それでは次に、予算書の７２ページの子ども・子育て支援事業計画策定業務委託料に

ついてなんですけれども、これも平成３０年からの実施ということでですね、上位計画

の総合計画とか健康増進計画とか、いろんな総合的な計画の調和のとれた計画にされる

とは思うんですけれども、これ以前の計画策定業務のときにアンケートが１００世帯、

回収率５７％、小学校５８％とか調査されてましたけれども、この業務委託料の中身に

ついて、また教えていただきたいと思います。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 子ども・子育ての支援事業計画につきましては、既に今年度、現

在は第１期の計画がございます。その計画が５カ年で計画期間をしておりまして、平成

３１年度がその計画の終了期間となっております。その改定の以後で今回、新たに平成

３０年度と平成３１年度でその２カ年でつくらせていただきたいというような形で予定

をさせていただいております。 

その中で、また子ども子育てに係ります事業量等の見込みもさせていただく中で、新

たな施策展開の事業計画をつくってまいりたいというふうに考えております。 

あと、計画をさせていただく段に当たりましては、改めてまた子育てのニーズをさせ

ていただくためのアンケート調査の実施の予定をさせていただいております。 

以上です。 

○木澤委員長 小林委員。 
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○小林委員 きのうの総合計画と同じなんですけれども、この前の次世代育成支援計画の

とかですね、その前の段階の子ども子育て支援事業計画とかですね、その中身的につい

てそんなにアンケートをとっていただいたら、その結果とかですね、調査するのはそん

なに難しくないのかなと思うんですけど、やっぱりこういう策定業務というのはすごく

委託料というかですね、費用がかかるものですけども、厚生常任委員会の中の計画書の

中でもつくれるものは職員さんのほうでつくっておられる計画書もありますけれども、

それの職員さんでつくる場合とですね、この業務委託するケースですとどういうふうに

分けてはるのか、ちょっと確認させていただいてもいいですか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 福祉子ども課でご説明をさせていただきますと、今年度、障害福

祉計画と障害児福祉計画というのを委託せずに策定のほうをさせていただいております。 

その内容につきましては、今回、その計画を見直しさせていただいた中身といたしま

しては、主にそれぞれのサービスの見込み量の見直しをさせていただいております。そ

の内容につきましては、日々の業務の中と、あとアンケート調査を一般的にさせていた

だく業者のニーズをおおむね把握すれば、ある程度、計画的にはまとめていけるという

ことで庁内のみで作成をさせていただいてます。 

今般、委託をさせていただく内容につきましては、施策そのものについての検討もさ

せていただくような形になっております。具体的な先進地事例等も含めまして、そうい

ったアドバイスも受けながら策定をさせていただきたいというふうに考えておりますの

で、委託のほうをさせていただいております。 

○木澤委員長 ほかにございませんか 

奥村委員。 

○奥村委員 まず、予算の概要の３６ページ、予算書の７２ページですけども、子育て世

代移住の促進というところなんですけども、平成２９年度から見たときに、平成３０年

度予算は大幅にダウンしておりますけど、これはどういうことが行われているんでしょ

うか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 子育て世代のこの移住支援につきましては、もともと空き家の関

係のリフォームの助成金がまずもとになっております。平成２９年度につきましては、

３件の見込みを立てさせていただいて予算立てをさせていただいておりますけれども、

今年度につきましては相談はあったものの実際の助成を出していただくという件数がご
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ざいませんでしたので、一旦、平成３０年度については１件の予算を計上させていただ

いております。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 昨年度予算、実績のほうも言っていただきましたんですけども、今後の課題

として何か減っていくような感じというか、どういうように見ておられますでしょうか。

今後の課題。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 まず、その空き家の移住の関係でございますね。そちらにつきま

しては、何らかの件数はあるのかなあということで、ただ、近隣を見てみますと先進地

でされてるところでも年間１件とか、多くても市レベルでも３件とかでございますので、

ちょっとやっぱりそのあたり、なかなかニーズとしてはなかなかなかったのかなあとい

うことでございます。 

ただ、こういった形で移住促進を進めていくという姿勢はございますので、こういっ

た形で予算計上をさせていただいております。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 ありがとうございます。 

次に、同じページでありますけれども、マタニティ子育てタクシー利用助成ですけど

も、これは請求の仕方としては後づけということでよろしいでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 はい、ご利用していただいた後の申請としていただくという形に

させていただいております。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 それで、後から役場のほうに持っていくのはタクシーの領収書とか病院の領

収書、かかりましたよという病院の領収書とか印鑑とかそういうものでよろしいんでし

ょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 まず、タクシーの領収書と、あと妊婦健康診査ですとか乳児健診

の関係につきましては母子手帳のほうで関係確認をできますので、そちらのほうを想定

しております。 

あと、産婦健康診査につきましても、保健センターのほうで今、助成をさせていただ

いております。その写しをお出しいただくという形を想定しております。 
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○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 ありがとうございます。この子育てタクシーは、お母様たちのために本当に

役立っていくものかなと思うんですけども、広報、周知の仕方ですけども、どういうふ

うにしてされていかれますでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 町広報誌を予定しておりますけれども、あと、保健センターのほ

うでそういった妊娠の届け出等、されますので、そのときにお渡しさせていただくよう

な形で周知をさせていただきたいというふうに考えております。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 ありがとうございます。 

あと、概要の３８ページのところの子どもの虐待対策の充実というところなんですけ

ども、今回、情報の管理の児童家庭相談システムというのを導入されたということです

けれども、予算のほうも今回、大きくつけていただいてるんですけども、やっぱりこれ

は子供虐待というのが今、本当に頻繁に起こっておりますけども、虐待防止補助員さん

というのは何名配置されておられるんでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 虐待防止の補助員につきましては、今現在４名の方に委嘱をさせ

ていただいております。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 どういう、昔、先生をしておられたとか何かそういう子育て等に関連のある

そういう方たちでいらっしゃるんでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 おっしゃるとおり以前、幼稚園の教諭であったり、保育園のほう

の保育士をされている方を委嘱させていただいております。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 これを担当される職員さんですけども、前にお聞きしたときは、夕方であっ

ても時間、業務終了となったとしても連絡があれば駆けつけていくというようにおっし

ゃったことを聞いたことがあるんですけども、これに係る職員さんというのは何名おら

れますか、担当で。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 直接な福祉子ども課におきましては１名でございますけれども、
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こちらにつきましては保健センターの保健師の方、あと、保育園の関係の保育士につき

ましてもその都度、該当する園児ですとかそういった方に対応させていただいておりま

す。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 ありがとうございます。 

この児童家庭相談システムというものですけども、今回、新たに今年度から導入され

るということでよろしいですか。 

それで、この情報の管理、秘密の厳守ということに関しては大丈夫なものなのでしょ

うか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 児童家庭相談システムについては平成３０年度から導入させてい

ただく予定をしております。 

その情報の管理につきましては、それぞれ職員にパスワードを個々に送らせていただ

いて書き込み等をするもの、あと、閲覧等ができるもののみということで、そういった

制限をかけさせていただいて、個人情報のほうの管理をさせていただきたいというふう

に考えております。 

○木澤委員長 ほか、ございませんか。 

平川委員。 

○平川委員 ５９ページの地域福祉計画の策定なんですけれども、今年度、アンケートを

実施して、新年度、計画を策定していくということですけれども、例えば、ワークショ

ップをするとかアンケートで住民の声は拾ったと思うんですけれども、実際にいろんな

地域活動をしている人の声を幅広く集めていくということが、今後、その計画を進めて

いく上では大事になってくることなんじゃないかなと思うんですけれども、そのあたり

の考えはいかがなんでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 地域福祉計画の平成３０年度の策定の予定でございますけれども、

今現在、委員の方につきましては、まず養護学校の関係の先生ですとか、あと住民関係

団体、老人クラブ連合会ですとか自治会連合会、婦人会の方にお入りをいただいており

ます。 

また、社会福祉関係団体として、民生委員の協議会、身体障害者の福祉協会、手をつ

なぐ育成会のそれぞれの会長さん、それとあと社会福祉協議会の事務局長、あと広報委
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員の２名を選出させていただいて、幅広くいろいろな分野からご意見をいただくという

ような形でまず委員を構成をさせていただいております。 

あと、今年度にアンケート調査をさせていただいて、広く住民の方々の意見を取り入

れをさせていただきたいと。 

来年度につきましても、こういった委員に選出させていただいた方を中心にいろいろ

議論をさせていただいて、ある程度の取りまとめのほうをさせていただくような形で、

あとその後、一定の取りまとめをさせていただいた段階で、改めて住民の方にご意見等、

伺うための機会として、またパブリックコメントをさせていただいて広く住民の方の意

見も含めまして、反映させるような形で、この計画のほうの取りまとめをさせていただ

きたいというふうに考えております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 委員さんで議論をしていただいて、アンケートとかパブリックコメント、通

常のそういう計画策定の一連の流れと余り変わらないのかなというふうに思うんですけ

れども、介護保険の関係で地域のいろんな団体との連携という中では、そういう連携が

できる団体が１つでも多く立ち上がっていくということが望ましいのかなと思いますの

で、ちょっと今からその計画のスケジュールを変更するのが難しいのかもしれませんけ

れども、もう尐しいろいろな既存の団体だけではなくて既存の団体とかかわっていけそ

うな地域の高齢者サロンだったり、いろいろな地域活動をしている人たちに幅広く自分

たちも一緒になってこの計画をつくったんだから、自分たちもかかわって地域の福祉を

進めていかないといけないという、そういう動機づけとか意識づけになるようなそうい

う進め方があってもいいのかなと思うんです。 

他市町村の例とかもよく研究はされてると思うんですけれども、やはり地域福祉計画

をつくっていく段階では、そういうワークショップをされる自治体さんも多いというふ

うに聞いてますし、そのあたり、もう尐し工夫して進めていっていただけたらいいのか

なあというふうには思うんですけれども、今はちょっと答えが難しいですか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 あと外部のそういった委員のほうをご紹介させていただいており

ますけれども、あと庁内のほうにつきましても、福祉こども課と長寿福祉課と地域包括、

それとあと社会福祉協議会、そういう形での庁内のプロジェクトチームをつくらせてい

ただいておりますので、そういったそれぞれの担当からも意見が吸い上げられるような

形で運営をさせていただきたいというふうに考えております。 
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○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 行政の計画なので行政がつくらはったんやというのではなくて、やっぱり住

民もみずからかかわってつくったんだから、住民もやっぱりこれを一緒になって進めて

いかないとあかんねんていう意識を持ってもらえるような策定の進め方をしていただき

たいなあと思います。 

関連して６０ページには社会福祉協議会の補助金のことがありますけれども、以前の

一般質問で地域福祉計画の策定について質問させていただいたときに、その社会福祉協

議会の地域福祉の活動計画も一緒に一体として進めていくのが望ましいんじゃないのか

なという質問をさせていただいたときに、「社協のほうでは発展強化計画を進めている

ので、それで対応する」というご答弁だったんですけれども、やはりこれから社会福祉

を進めていく上では、社会福祉協議会はもう本当にパートナーとしてなっていけるよう

な連携がとれるような活動を、せっかく地域福祉計画をつくるのであればやっていって

いただきたいなあと思うんですけれども、やはりその発展強化計画で対応するのは変わ

らない状況なんでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 第５次強化発展計画、今現在、策定をされております。 

委員おっしゃるとおり、ある部分、今回、町のほうで策定をさせていただく地域福祉

計画と連結していく部分がございます。この地域福祉計画につきましては、その社協の

そういった第５次発展計画に盛り込まれる社協の事業そのものも包括して、それのみじ

ゃなしにそれも包括した広い地域福祉計画となっていきますので、今年度、策定された

内容を今度、町の地域福祉計画に取り組みをさせていただいて、ある部分そういう意味

では重複してくる部分もあるとは思いますけれども、より大きな計画としては地域福祉

計画の方が大きくなります、おっしゃるとおりこの地域福祉を担っていく上での社会福

祉協議会というのは、非常に役割が大きい、それは間違いなくこれからさらに大きくな

ってくると思いますので、そういった意味でもこの協議会の委員になっていただいてお

りますし、プロジェクトチームのほうにもメンバーを入れていたいだておりますので、

その中で、連携をはかっていって、よりよい地域福祉計画をつくっていって、その後の

事業に展開をさせていただきたいというふうに考えております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 ちょっと質問なんですけど、生活困窮者の自立支援の相談窓口というのは社

協が持っておられるんですか。 
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○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 社会福祉協議会のほうで持っております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 そういう生活困窮者のそういう相談だったりとか、あと地域の困り事の窓口

というのは、本当に社協の役割というのはすごい重要になってくると思うんです。 

私の知人の人とかでもその社協に相談に行ったけれども、なかなか十分なご協力をし

てもらえなかったというようなことをおっしゃられる方もおられますし、やはりそうし

た社協をどういうふうにしていくのかということも重要になってくると思いますので、

地域福祉計画を策定していく中で、どういうふうに進めていくのか、社協さんともいろ

いろ議論することもあると思いますので、そのあたりもよろしくお願いしたいと思いま

す。 

保育所の関係なんですけれども、７３ページ、資料請求させていただいて、保育園の

入所の申込者数と定員との関係を資料請求させていただいたんですけれども、定員より

申込者数のほうが多いというのもあるんですけれども、両園合わせればそうではないよ

うな状況ですけれども、この定員を超過した人というのはどうされたんでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 この定員につきましては、あくまでも当初、需要を見込んだ上で

の設定をさせていたいだています。 

この保育園の関係につきましては、あと、床面積によります定員というのもございま

すので、現在、この委員おっしゃる町が定める定員よりも申し込み園児の数が多いとい

うところも幾つかあるわけなんですけれども、そちらにつきましては床面積上ではその

範囲内に入っておりますので、今回、お申し込みをいただいている園児の方につきまし

ては全て計上させていただくという形で用意をさせていただいております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 黎明保育園も拡充されて受け入れ人数もふえているということで、町立の保

育所の申込者数は一定、落ちついてくるのかあというふうに思ってたんですけれども、

やはり希望者数が多いという状況の中で、今後の見通しというのはいかがなんでしょう

か。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 定員につきましては、年々尐しずつですけれども増やしていって

るという状況でございますけれども、ただ今回、来年度の申し込みにつきましては平成
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２９年度と比べるとだいたい３０人くらいふえている状況でございます。 

この傾向につきましては、今の保護者の方の働き方ですとかそういったことを考える

と、あまり減っていく、全体としては尐子化になるものの全体としては減っていくのは

余り考えられないのかなと。 

あと、この町内の方のふえている要因としては、広域入所の関係が、以前でしたら最

大１３０人くらい広域入所で近隣の市町村に入所されていたわけですけれども、来年度

の見込みで申し上げますと、来年度は４６人くらいになりますので、大体それも３分の

１くらいに減ってきてますので、そういった方が町内の保育所に入所されてるというと

ころもございますので、そういった要因で全体としては余り数的には減っていかない。

このままの横ばいか、まだ逆にふえていくことも想定されるのかなあというふうに考え

ております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 広域入所が減ってるということは、やはり近隣の自治体でも保育所が不足し

ているので、他町村からの受け入れが難しいということなんでしょうか。 

それと、合わせて認定こども園の委託料に９９万円入ってますけれども、こちらも平

群町なんかは保育所ももういっぱいでなかなか受け入れてもらえない、町内に住んでお

られる方でも受け入れてもらえないというような状況をちょっと伺ったことがあるんで

すけれども、やはりこの辺も今年度、来年度以降、さらに厳しくなってくるんでしょう

か。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 入所の状況でございますけれども、平成３０年度の申し込みに関

しましてはそれぞれおおむね希望を出されているところには全てお入りをいただいてる

というところで、基本的に今現在、町の事情によって待機というのは発生していない状

況でございます。 

あと、この広域入所が町内のほうに移られているというのは勤務地の関係ですとか、

近くにあったらやっぱり近いほうが預けやすいというところがあって、やっぱり広域入

所から町内の保育園を選ばれるというような形で推移しているのかなというふうに考え

ております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 また、教育委員会のところで幼稚園の入園者数のことを資料も請求させてい

ただいたんですけれども、幼稚園３園、保育園２園ということ自体、将来的には見直し
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ていく時期に来てるのかなというふうに感じてるんですけれども、そのあたりはまた要

望というかそういうことも考えていく時期かなということで、このことについては別に

答弁は結構ですので。 

あと、病児保育の関係なんですけれども、新年度の予算には上がってないんでしょう

か。予算化とかそういう見通しについてはいかがなんでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 病児保育につきましては今現在、広域７町のほうで協議をさせて

いただいてる状況でございます。 

この関係につきましては、国庫等補助金の関係もございますので、そちらにつきまし

ては平成３０年度の申し込みについては既に締切をされております。 

ただ今現在、広域７町で進めている関係で一定の取りまとめができた段階で、その国

庫の関係の予算に余裕がございましたら、また改めて追加の要望等をさせていただくこ

とも可能かと思いますので、それはその時点でまた改めてご提案させていただきたいと

いうふうに考えております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 毎回、しつこく聞いてるんですけども、予算の概要の方の３８ページですけ

ど、子育てサポーターの育成ですけれども、サポーターの方も年々、高齢化もしていく

中で、新たなサポーターを養成していくのが難しいけれどもニーズは非常に高いという

中で、現状の人数とか昨年度に比べてはどうなってるのかとか、今後の見通しなんかに

ついてもお答えいただけますでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 子育てサポーターにつきましては、今回も今年度もサポーターの

養成講座をさせていただいております。その中で、今年度につきましては１２名の方が

終了していただいて、新たにサポーターに登録していただいた方が１０名でございます。 

その結果、やめられる方もございますので、前年度ですとサポーターの加入していた

だいていたのが４３名でしたけれども、この１０名の方を加えまして、やめられた方を

引きまして５０名の方の登録となっております。若干、７名ですけども、増えている状

況でございます。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 努力していただいてふえた結果かなあというふうに思いますけれども、現状

として生き生きプラザの中で子どもを見るという以外に、家庭に行って保育所の送迎だ
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ったり一時的に家庭の中で見るということについては、現状としてできてる状況なんで

しょうか。お断りすることが多いんですか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 子育てサークルゆりかごさんの関係だと思うんですけれども、こ

れまでの過去の状況を見ますと、大体、年間３００から５００の方の託児等をされてる

状況でございます。 

うちのほうにも相談をさせていただく場合がございますけれども、ある程度、条件が

合えばほぼほぼそういった申し込みがありましたら、要望に応えているような状況だと

聞いております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 近くに親族の方がいらっしゃらない方とか、ほかからご転入されてきた方と

か、ご両親も高齢になってきてというようなところで、なかなか育児、自分たち夫婦だ

けでは難しいとか、あと仕事の関係があってどうしても誰かサポートをしてくれる人が

必要だという人は今後もさらにふえてくるのかなと思いますので、どういうふうにする

のがもう尐し人数がふえていくのかということにつきましてもちょっと研究していきな

がら、またご努力をお願いしたいと思います。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

奥村委員。 

○奥村委員 概要の２３ページの法人後見センターとの連携というところなんですけども、

斑鳩町の包括支援センターでもかなり高齢者の方の認知症にかかわる悩みとか、また家

族さんの相談とか、いろんなものを今も受けておられると思いますけれども、大体、今

年度の相談見込み数というのはなかなかそれは掌握はしにくいものかなあと思うんです

けども、今、包括等でいろいろ相談を受けておられる中で、どれくらいの方たちが法人

後見の相談に行かれるかなというような状況はわかりますでしょうか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 現在、地域包括支援センターのほうでそういった法人後見に関する

ような相談というのがございます。認知症に関するような関係でございましたら、現在

５件程度の相談を受けている状況でございます。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 その相談に行ってくださいということで向こうへ送り出したとして、向こう

から今度、送り出しただけじゃなくてフィードバックというか、個人情報はいろいろな
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ものは明らかにはそれはできませんけれども、こういうように状況が好転してきました

よとか、こういう形で前が開いてきましたとか、そういうようなことは行われるんでし

ょうか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 当然４月からですね、法人後見センターを運営するということでご

ざいまして、そういった相談が町のほうにございましたら、まず弁護士さんとか調査士

さんのほうが担当する法人後見のほうに行っていただくということになります。当然、

町に関する住民の方でしたら、そういった情報については地域包括センターのほうとも

情報については共有をしながら、そういった方々について見守ってまいりたいというふ

うに思っております。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

小村委員。 

○小村委員 重なる点もあるかもしれないんですけども、３６ページのマタニティタクシ

ーの助成、予算の概要の方でなんですけども、ちょっと厚生のほうでも出てたのかなと

思うんですけれども、これタクシーの料金を支払って、その後に受付の方に、役場のほ

うに持っていくと思うんですけれども、これ、期限て設定されてるんですか。いつまで

に持ってくれば料金を還付しますよ、という期限ってございますか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 ご利用していただいた後の６カ月以内ということで期限を設けさ

せていただいております。 

○木澤委員長 小村委員。 

○小村委員 妊婦さんがタクシーを助成して６カ月後って、６か月後に役場に自分で持っ

てくるって、想定としてできるのか、僕ちょっとわからないんですけど。その点はどう

なんでしょうか。 

妊婦さんがマタニティタクシーを、身ごもってはって使う、使った後、６カ月後に持

ってくることって可能なんですか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 主に、１０回分を想定している、往復含めて１０回分なんですけ

れども、それで数えると大体５回の、１カ所行くところに５回行けるような計算になり

ますけれども、主に想定しておりますのは出産の前後が一番、そういったタクシーを利

用される機会が多いのかなあというふうに考えておりますので、おおむね妊娠された後、
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出産された後の申請をある程度、想定をさせていただいて６カ月という形にさせていた

だいてると。 

あと、妊婦さんご本人じゃなしに関係者の方が申請を持ってきていただくというよう

なことも可能ですので、もしそういう妊婦さんがしんどい時期ですから、出産後間もな

く６か月を迎えるとかいう場合ですと、そういった代わりの方の申請も可能もございま

すので、そういったことでご理解のほう賜りたいと思います。 

○木澤委員長 小村委員。 

○小村委員 以前、知り合いが何かはちょっと忘れたんですけど、児童手当か何かで、出

産の時期だったので役場に来ることができなかったので、旦那さんが行かはったんです

けど、そのときは判こを忘れて、５時ぎりぎりに来て判こを忘れて、その日に申請がで

きなかったことによって還付がもらえなかったみたいな事例があって、６カ月というこ

の期間を延ばすということはひとつ考えられないのかなあと思ってるんですけど、どう

ですか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 期間につきましては、やっぱりある程度、一定期間を設けません

とこういった申請というのはなかなか管理の面も含めて難しい面が出るのかなというふ

うに思います。 

あと、実際、役場のほうに持参をしないといけないのかというところでございますけ

れども、やっぱり郵便でも書類さえ整っておれば可能でございますので、そういったご

相談等がありましたら、そういう形もありますということをご説明させていただいて、

できるだけ利用者の方の負担にならないような形で対応の方させていただきたいという

ふうに考えております。 

○木澤委員長 小村委員。 

○小村委員 そういった郵便でも受け付けるというような周知も含めてお願いしたいと思

います。 

続いてなんですけど、今、ほかの委員さんからもおっしゃってましたけれども、いろ

いろな今後、幼稚園、保育園も含めて、老人憩いの家も含めて、高齢者の方でいうとす

ごく老人憩いの家ってすごく喜ばれてるなあと私自身、思ってるんですけども、それで

もやっぱり今後、財政がしんどくなっていくと、尐し集約とかそういったことも長い目

で見たら考えていかなきゃいけないのかなあというふうにも思うんです、すべての施設

についてですけど。そういったための長い目で見た、財政これだけだから、皆さん、尐
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し我慢していかなければいけませんよというような周知というのは、どのように考えて

おられるのかなあと。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 現在、老人憩いの家につきましては、本当におっしゃるように高齢

者の方にたくさんご利用をいただいている状況でありまして、維持管理面につきまして

も随時補修やっていったりとかいうことで快適に使っていただけるようにやっていると

ころでございます。 

しかしながら、今後、おっしゃいますように財政的なこともございますので、例えば、

大規模な修繕でですね、多額な費用が要るような場合があったら検討も必要になってく

るような時期も来るかもしれないというふうに思っております。 

○木澤委員長 小村委員。 

○小村委員 早い段階で計画というか、ものを出して、住民さんに納得いただける、やっ

ぱり自分たちも尐し我慢しなきゃいけないのかなというような財政とかそういったもの

も含めて考えていっていただけたらなと思います。 

続いて、２５ページの健康マイレージなんですけども、健康マイレージの実施がまず

予算額が尐し減ってるというのは、見込みがやはり尐し尐なかったということでよろし

いでしょうか、平成２９年度。 

すみません、ちょっと所管外だったみたいです。 

あと、病児保育の予算が予算化されてないということだったと思うんですけど、予算

化されている。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 病児保育の関係につきましては、今現在、広域７町で今、協議を

させていただいている状況でございます。 

平成３０年度につきましては国庫補助の関係もございますけれども、これは既に締め

切りが終わっております。 

今後、この７町の中で、一定の取りまとめをさせていただいた中で、結果がまとまれ

ば、新年度、その国庫の状況も、もし国庫の状況で空きがありましたら、改めて追加・

要望をさせていただいて、そのときに補正予算で対応させていただくというような形で

想定しておりますので、改めてそのときにつきましては、議会のほうにもご相談させて

いただきたいというふうに考えております。 

○木澤委員長 小村委員。 
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○小村委員 先ほどの答弁と今、加藤次長が言っていただいたのと同じかと思うんですけ

ども。 

何か、それを聞くと、この西和７町の協議が進まない目算なのかなあというふうに、

予算化されてないと思うんですけど。進むんであろうであれば予算化しといたほうがい

いのかなと。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 まず、これはちょっとご説明をさせていただくと、国庫の補助金

等の関係がございます。それにつきましては、もう秋に締め切りが終わりますので、そ

のときについて、この広域７町の中ではまとまらなかったということでございます。 

ただ、それ以降につきましても、今現在、担当者も含めて調整をさせていただいてい

る状況でございます。 

この３月に広域圏協議会がございますので、改めてそこでそれぞれの町長さんの病児

保育についてのそういった参加の意向等もまた調整していただく予定でございますので、

そういった７町の動きを調整しながら、また、まとまった時点で予算要求、来年度でし

たら補正予算、国庫の空きがありましたらそういう形で、またご相談をさせていただき

たいと思います。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

奥村委員。 

○奥村委員 概要の３７ページの子育てサロンの設置というところなんですけども、これ

は保育所でされて、もう一つまた幼稚園でされるとも思うんですけども、この子育てサ

ロンの全体像というか、今回、初めてということかと思うんですけども、内容とか方向

性。 

それから、担当は保母さんがされるのかとか、開催数とか何時から何時までの間とか、

そういうものを教えていただけますでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 この子育てサロンにつきましては、町立の保育園の２カ所で予定

をさせていただいております。その子育てサロンの中につきましては、まず、２つ考え

ておりまして、１つはお子様ランチということで就園前の方を対象にして、お昼、そう

いった給食を食べていただくというような形で親子で参加をしていただくものをまず１

つ考えております。これにつきましては、それぞれの学期ごとに１回、年間で３回を予

定をさせていただいております。 
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それと、あとほっこりサロンということで、こちらのほうは夕方４時から６時半なん

ですけれども、そちらに設定をさせていただいて、４月、８月を除くそれぞれ各月２回

を予定をさせていただいております。こちらにつきましては、いよいよ１人ワンオペ育

児とかいう言葉もございますけれども、そういった保護者間の交流ですとかを含めまし

て、その場所に保健師等も一緒に入らせていただいて、日ごろの子育ての相談等も気軽

に受けられるような形での体勢をとっていきたいというふうに考えております。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 やっぱりお母さんたちはいろいろな悩みを抱えておられるけれども、誰に相

談していいかわからないというとこら辺で、こういうようにして広く相談体制ができ上

がったらすごくありがたいかなあと思っております。しっかり軌道に乗せていただきま

すように、よろしくお願いいたします。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

坂口委員。 

○坂口委員 予算書の６５ページの要約筆記派遣事業委託料というの載っているんですけ

れども、町内にも要約筆記の団体があったと思うんですけど、これはどの辺の団体に出

てるのかお伺いいたします。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 この要約筆記の派遣事業につきましては、町の行事ですね、人権

セミナーですとか敬老会ですとかそういったところに県の協会から派遣をさせていただ

くものでございます。 

一応、来年度につきましては、そういった行事の関係で１３回の派遣を予定させてい

ただいいておりまして、１８万２，０００円の予算を計上させていただいております。 

○木澤委員長 坂口委員。 

○坂口委員 町内にもこの要約筆記する団体はあったようには思うんですけれども、その

辺は使う予定とかいうのはどうなんでしょうか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 申しわけございません。ちょっと町内の団体につきましては、私

の方認識をしておりません。これまでもこういった形で要約筆記の派遣ということでさ

せていただいておりますけれども、これにつきましては、これまでも全て県の協会の方

にお願いをさせていただいて、来ていただいているという状況でございます。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 
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伴議長。 

○伴議長 予算の概要の３７ページの真ん中の私立保育所等の保育の実施。先ほど、ちょ

っと答弁をお聞きしますと、町外に対する広域入所の子どもたちはちょっと減っている

というような話があったんですが、３０年度の予算はぐうんと金額がふえてる。これは

やっぱり黎明さんのあそこが拡充される関係でこうなるのかなと思うので、このあたり、

これ、金額がふえているこの要因について、ちょっとお聞かせ願えますか。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 今回、この私立保育園の関係の金額がふえているというのは、基

本的には来年度、来ていただく方のまず人数がふえているということでございます。 

平成２９年度につきましては、この公立、私立、認定こども園、全てを含めまして２

２３人の委託でございましたけれども、平成３０年度につきましては２７９人、５６人

の増加となっております。 

ちょっと先ほども申し上げましたけれども、平成３０年度と平成２９年度で全体とし

ても大体３０人くらいの保育園に預けられる方がふえておりますので、やっぱりそうい

ったところで受け皿もできたということで、やはり預けられる方も含めてふえてきてい

るという状況になってございます。以上でございます。 

○木澤委員長 伴議長。 

○伴議長 ５０人くらいの子どもたちがふえていると。ところで、こちらの隣の黎明さん

のあたりはどんな感じでなってるんですかな。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 黎明保育園につきましては、来年度２０３名の入園が見込まれて

おります。 

今年度につきましては１４３名でございますので、６０名、来年度ふえるという状況

でございます。 

○木澤委員長 伴議長。 

○伴議長 確かにこのふえた分が、ほとんどそちらのふえた分とほとんど同じくらになる

くらいになってるということで。 

以前私がこの質問をさせていただくのは、以前、公立の保育園で園児１人当たりかか

る金額、また、逆に私立に委託した場合、かかる金額というような形で予算委員会で質

問させていただいたことがあります。そのとき、やっぱり私立に委託をした、委託とい

いますか公立の保育園を増設するよりそのほうが安価といいますか、行政の負担が尐な
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くなるということで、そっちの方向が一応、負担が尐ないというようにずっと答弁いた

だいてましたけど、今回、ちょっとこれ、金額がふえているその中で、結局、子どもた

ちの人数がふえていったことによってこれだけの金額が大きくなってきていると。 

今後、これがふえていくようなことがあってくると、またこれは相当な行政としての

負担も大きくなってくると、世の中のニーズといいますか、そういうこともあると思い

ますが、なかなかこのあたり、今後、非常に難しい問題と思いますが、やっぱり非常に

負担が大きいなというように私は感じてるんですが、そのあたりちょっと答弁、お願い

します。 

○木澤委員長 加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 公立と私立の園に１人当たりのそういった経費の関係でございま

すけれども、平成３０年度で申し上げますと、１人当たりの保育園の単価というのが、

公立では１１４万７，０００円、私立もほとんど変わりませず１１３万４，０００円、

もうほぼほぼ１人当たりの単価というのは余り変わりません。 

おっしゃいますように国庫とかそういったものも含めて一般財源ベースで考えますと、

公立保育園については１人当たりが８９万４，０００円、私立のほうが２９万円ほどに

なりますので、大体６０万円くらいの差は出ております。 

ただ、公立につきましても、平成２０年くらいの三位一体改革の中で、今まで国庫で

ついていたものが一般財源化、交付税措置となっておりますので、一定額そういったち

ょっと見えない部分がございますので、そういったところの状況も見ていく必要がある

のかなというふうに思います。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 そしたら、私のほうから尐しお尋ねしたいんですけども、まず、予算書の

６０ページ、社会福祉協議会の補助金が昨年と比べて減額になってるんですけれども、

この内訳を教えてもらえますか。 

加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 社会福祉協議会の補助金が今回、減額となっておりますけれども、

一番大きな要因といたしましては、正職員が１名、退職をして、そのかわり嘱託として

新たに２名を採用させていただく予定でございますけれども、基本的にはその人件費に

係る部分が一番、大きな減の要因でございます。 

あと細かな事業としても廃止されている事業等もございますけれども、基本的には大
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体、正職員で８００万超えるくらいの人件費がかかりますので、そういった減が主な要

因でございます。 

○木澤委員長 わかりました。 

それとですね、予算書の６２ページの高齢者優待券の交付費ですね、これは金額がふ

えてるんですけども、見込みの件数も含めてちょっと状況を教えてもらえますか。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 高齢者優待券につきましては、最近、ＣＩ－ＣＡの利用のほうがふ

えておりまして、ＣＩ－ＣＡにつきまして、３，５５０人。 

すみません、ＩＣＯＣＡカードにつきましては３，５５０人で、ＣＩ－ＣＡカードが

１，０００人、そしてタクシー利用券３９０人という形で、費用のかかる部門につきま

しては１，９５６万５，０００円を計上させていただいたということでございます。 

○木澤委員長 昨年と比べてどれがふえてるんですか。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 ＩＣＯＣＡカードにつきまして、平成２９年度は３，１２９の見込

みでしまして、平成３０年度につきまして３，７５０ということで、約６００程度、Ｉ

ＣＯＣＡカードの増加を見込んでいるところでございます。 

あとバスカードですね、ＣＩ－ＣＡカードにつきましては、見込みとしては平成２９

年度につきましては１，００８件を見込んでおりまして、平成３０年度につきましては

同数程度、１，０００程度で予算計上のほうはしております。増え方が平成２５年、６

年、７年、８年と順次、若干、減尐している状況、バスカードのほうは減尐している状

況でございますけども、ＣＩ－ＣＡカードに比べてＩＣＯＣＡのほうは平成２６年度か

ら新たに追加した分でございますけども、数字を申し上げますと平成２６年度の実績が

１，７１１、平成２７年度の実績が２，０５５、平成２８年度が２，４６１、平成２９

年の見込みとして３，１２９と見込んでおりまして、ＣＩ－ＣＡカードについては軒並

み、ふえている状況であるかと。すみません、ＩＣＯＣＡカードです。 

ＩＣＯＣＡカードについては、ふえている状況でございます。 

○木澤委員長 ごめんなさい。ＩＣＯＣＡカードというのは、町のコミュニティバスは使

えるんでしたか。 

仲村総務課長。 

○仲村総務課長 コミュニティバスのほうでもＩＣＯＣＡカードのほうは利用できること

になっております。 
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○木澤委員長 わかりました。 

そしたら、利用がふえるに従って、予算も対応していただいているということで理解

をしておきます。 

それとですね、同じページの先ほど、小村委員からありました老人憩いの家の運営の

関係なんですけども、いろいろ経費もかかってますよということで、利用者の方にも認

識していただくというのは必要なんですけども、ただ、利用を控えるみたいな、そんな

ことになってしまったら困りますので、きちっと利用していただきたいというのはしっ

かりこれまでどおり周知していただきたいというのと、あと、何か具体的にですね、憩

いの家の運営に関して、今後、見直す計画等があるのかどうか、その辺について、今の

状況をお尋ねしておきます。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 老人憩いの家の関係でございますけど、管理運営の面でかなり施設

についての老朽化が進んでいるところでございます。 

先ほど、委員のほうからご指摘もあったところなんですけども、やはり浴室ボイラー

等ですね、本当に毎年毎年、漏水とか電気系統のほうで修理が必要な状態であって小さ

い修繕を行って何とか継続して運営はしているところなんですけども、本当に今後、ボ

イラー全体とかですね、大規模な故障があったりして多額な費用がかかる場合、本当に

例えば、浴室の使用とかですね、について検討もしなければならないし、そういうこと

で運営については本当に状況に応じてですね、検討する時期が来れば存続等についても

検討していく必要も出てくる時期が来るのかなというふうに思っております。 

○木澤委員長 それは廃止とか統合の可能性があるという話ですかね。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 老人憩いの家、東西ございますけども、状況によってはそういった

ことも今後、考えていく必要があるのかなというふうに思ってます。 

今現在の施設はまだ、何とか維持管理の方向で使っていただくようにということで考

えておりますけども、そういったときが来れば、必要に応じて検討することも考えてお

かなければならないのかなというふうに思っております。 

○木澤委員長 憩いの家の運営委員会もある中でですね、毎年、協議もされているかとい

うふうに思うんですけども、やっぱり今後、高齢化がどんどん進んでいく中でですね、

憩いの家が果たしている役割というのは私は非常に重要になってくると。さらに重要に

なってくるというふうに思うんです。 
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今、認知症対策でいろいろ予防なんかも含めて、経費も使って対策を進めてますけど

も、老人憩いの家に行っていただいて、いろいろおしゃべりしたりしてそういう活動を

する中で、そういう予防効果というのは非常に大きいのじゃないかなというふうに思っ

てますので、だから確かに運営経費はかかるんですけども、ただやっぱり費用対効果な

んかをきちっと考えてですね、私は維持継続していっていただきたいなあというふうに

考えてます。 

今、具体的な計画はないということですけども、そこのところは今後の方針の見直し

等がもし出てくるようでしたらですね、もう早い段階でやはり議会のほうにも相談して

いただいて、きちっとやっぱり議論をしていく必要があると思いますので、先ほどのや

りとりを聞いててちょっと心配になりましたので、私のほうからも意見として申し上げ

ておきたいと思います。 

小村委員。 

○小村委員 今の老人憩いの家の話なんですけれども、今のところ計画はないということ

だというふうに認識しているんですけど、僕自身もこの老人憩いの家に対しては今、委

員長がおっしゃっていただいたとおりコミュニティの場にもなっているというふうに認

識もしておりますし、そこでお風呂に入って会話を楽しんでいるという高齢者の方々は

非常に多く見受けてて、費用対効果としてすごくあるのかなというふうにも思ってます。 

ただし、これが当たり前ではないというか、お金がこれだけかかっていて利用も促進

していただきたいんですけど、お金がこれだけかかってるよと、その中で、ずっとでき

ればいいんですけども、できるだけ継続していただきたいですし、統合とかの計画を立

てなくてもいいような状況になってくれればいいんですけど、やっぱり長い目で考えた

ときに、もしそういった統合ということが出てくるようでしたら、早い段階で計画をお

示ししてですね、住民の方々に納得いただけるように時間経過を持ってですね、しっか

りと説明してという形をとっていただきたいということでございます。それだけ、意見

として言っておきたいと思います。 

○木澤委員長 すみません、私のほうでもう一点。予算書の６４ページなんですけども、

県人権部落解放研究集会の参加負担金ですね。これは前町政のときから、これについて

はやっぱり特定のイデオロギーをですね、子どもたちに教え込むというような、私はち

ょっと問題のあるものじゃないかなと。 

 

           （ 関係ないとの声あり ） 
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○木澤委員長 そうですか。済みません。じゃあまた、衛生費のところで申し上げます。 

それと、ごめんなさい。予算書の７４ページですね。昨年の予算のときに、保育園の

生活発表会の会場委託料をいかるがホールで上がってきていて、平成３０年度で大規模

改修するので、その関係で会場が変わってこの委託料が掲載されてないのか、それかま

た何か方針が変わったのか、そこをちょっとお尋ねしたいなと思いまして。 

加藤健康福祉部次長。 

○加藤健康福祉部次長 生活発表会の関係ですけれども、今、委員長おっしゃったとおり

来年度につきましては、いかるがホールが改修中でございますので、それぞれの園でさ

せていただくという予定をさせていただいております。 

それ以降につきましては、改めてどういった開催がいいのかというのはまた保育園、

保護者を含めて検討させていただきたいということでございます。 

○木澤委員長 もともと保育園のホールでやってたのをいかるがホールに変えるというふ

うに方針を変えたときに、保護者会のほうには一切、事前に相談がなかったということ

で、ちょっとお怒りの声が出てましたので、やはり方向性、決める前にですね、きちっ

とやっぱり保護者の皆さんに相談していただいて決めていただきたいなというふうに思

いますので、お願いしておきます。 

そうしましたら、ほかよろしいでしょうか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、第３款 民生費に対する質疑を終結いたします。 

ここで、１０時３５分まで休憩いたします。 

（ 午前１０時１３分 休憩 ） 

（ 午前１０時３５分 再開 ） 

○木澤委員長 それでは、再開いたします。 

次に、第４款 衛生費についての説明を求めます。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 それでは、第４款 衛生費のうち、健康福祉部が所管する各科目の

予算について、ご説明を申し上げます。 

着席をさせていただいて、ご説明をさせていただきます。 

一般会計予算書の７７ページをお開きいただけますでしょうか。 

はじめに、第１項 保健衛生費であります。 
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７７ページから７８ページの第１目 保健衛生総務費では、新年度は、１億３，４６

１万５千円を計上しております。主な予算の内容は、職員に係る人件費のほか、王寺周

辺広域休日応急診療施設組合交付金と分担金などを計上しております。 

健康は、住民の皆様が心豊かな人生を送るために、欠かすことができないものであり

ます。そこで、第２期斑鳩町健康増進計画や斑鳩町健康寿命延伸計画に基づき、生涯に

わたり健康で生活できる健康寿命の延長に向けた取組みを進めているところでございま

す。第２期斑鳩町健康増進計画につきましては、新年度に住民の生活習慣等に関するア

ンケート調査を実施して中間評価を行い、住民がより主体的に健康づくりに取り組むこ

とができるよう計画の見直しを行っております。 

次に、７８ページから８０ページの第２目 感染症予防費であります。 

新年度は、８，４４７万６千円を計上しております。前年度と比較して、子どもの各

種予防接種の対象者が減尐していることにより５１７万８千円、５．８％の減額となっ

ております。 

子どもから高齢者まで、感染症の発生とまん延及び罹患後の重症化を予防するため、

各種予防接種を実施してまいります。 

「水痘予防接種」については、定期接種として生後１２か月から３６か月に至るまで

の幼児を対象に実施しているところではありますが、新年度から、生後３６か月から小

学校就学前までの幼児を対象に、町単独事業として任意の予防接種費用の助成を行って

まいります。 

また、このほか、おたふくかぜ予防接種費用の一部助成や高齢者インフルエンザ予防

接種費用の無料化など、町単独事業として引き続き実施することとしております。 

次に、８０ページの第３目 母子衛生費であります。 

新年度は、３，２３１万６千円を計上しております。前年度は、子育て世代包括支援

センターを開設するにあたり、保健センター事務室の改修工事を行ったことなどにより

前年度と比較して１９８万１千円、５．８％の減額となっております。 

近年、尐子高齢化が進むなか、核家族化や地域のつながりの希薄化等により、妊娠、

出産、子育てに係る妊産婦等の不安や負担は増えてきております。 

そうしたことから、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を行う拠点

として、昨年１０月に開設した子育て世代包括支援センターにおいて、きめ細やかな支

援を引き続き行ってまいります。 

また、新年度から、産後の心身の負担が大きい時期に支援が必要な母子を対象に、シ
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ョートステイやデイケアの利用を通じて、母親の心身のケアや育児のサポート等を行う

産後ケア事業を実施してまいります。その費用として、産後ケア事業委託料６８万８千

円と需用費をあわせて７０万円を計上しています。 

次に、８０ページから８２ページの第４目 健康増進事業費であります。 

新年度は、４，７２５万３千円を計上しております。前年度と比較して、９３万７千

円、１．９％の減額となっています。 

がんの早期発見、早期治療をはかるため、各種がん検診等を実施するとともに、健康

寿命の延伸にむけて、健康教育等の取組みをすすめてまいります。 

新年度は、女性が罹るがんのなかでも増えている乳がんの早期発見、早期治療をはか

るため、昨年度に乳がん検診を受けておられない人に対し受診勧奨を行ってまいります。 

また、継続的に健康づくりに取り組むことで景品等と交換できるポイントを付与する

健康マイレージにつきましては昨年度から取り組んでおりますが、新年度は、楽しみな

がら、よりポイントを貯めていただきやすい方法で引き続き、取り組んでまいります。 

以上で、第４款 衛生費のうち、健康福祉部が所管する予算の説明とさせていただき

ます。 

よろしくご審議を賜りますよう、お願いを申し上げます。 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、第４款 衛生費について、質疑をお受けいたし

ます。 

  平川委員。 

○平川委員 ８０ページの産後ケア事業ですけれども、委員会で聞いたかもしれないんで

すけれども、何人程度予定されているんでしょうか。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 産後ケア事業につきましては、宿泊型、通所型、訪問型とあるんです

けれども、宿泊型につきましては６日間で２人分を計上しております。通所型に関しま

しては７日間で２人、訪問型は１０件を計上しております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 現時点で計画を策定されている人数って何人いらっしゃるんですか。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 今の状況の中でということで、奈良市さんとかやられている状況の中

での参考にしながらということで、１人２人というふうに状況聞いておりますので、今

のところ今の予算計上した人数っていうふうに考えております。 
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○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 あと、自殺対策の計画、ここの所管ですか。何ページだったかな、８，００

０円ってあがっていたんですけども、８，０００円でそういう計画ができるのかどうの

かっていうところと、あと、これは必ずつくらなきゃいけないものなんでしょうか。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 自殺対策の計画につきましては、自殺対策基本法に基づいて、市町村

が必ず策定しなければならないというふうになっております。この計画につきましては、

この３月に県の方の自殺対策計画というのが策定される状況になってまして、それとの

整合性をはかりながら、３０年度は町の分をつくっていきたいと思ってるんですけれど

も、この計画の予算に関しましては本当に担当課の方で策定していくという方向にあり

まして、それにかかる紙代等の予算計画になっております。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 じゃあ実態把握とかそういうところで経費のかかるようなものはあまりない

と考えていいんですか。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 実態把握につきましては、これと同時に３０年度にこの第２期の健康

増進計画っていうのも中間評価の中で見直しを行っていくにあたりまして、アンケート

調査を行ってまいります。その中に含めた形でアンケートを実施していきたいと思って

おりまして、そこで状況を把握しながらつくっていきたいと考えております。 

○木澤委員長 他にございませんか。 

  坂口委員。 

○坂口委員 予算の概要の２４ページ、一番下の項目で、生活習慣病を予防するための教

室とか、いろいろ教室を実施していただく予定になってるんですけど、予算が前年度に

比べて結構な減額になっているんですけども、その、なぜ減額になっているのか、ちょ

っと状況をお聞きしたいと思います。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 こちらの健康教室の予算につきましては、２９年度に体組成計の備品

の方を購入ということがありましたので、予算を計上しておりましたが、３０年度につ

きましては、その分の差額で減っております。 

○木澤委員長 小村委員。 

○小村委員 すみません、先ほどの健康マイレージ、予算の概要の２５ページなんですけ
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ど、前年度より尐し減額されているということで、２９年度の予算と比べて、予算計上

していたよりも見込みよりも２９年度の報償費が尐なかったから、今年度の予算計上と

しては尐なくなっているんでしょうか。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 こちらの健康マイレージの方につきましては、２９年の７月からの実

施ということで、今、委員がおっしゃっていただいたように、思っていたよりも若干商

品を交換する方が尐なかったということで、その現状を踏まえて３０年度につきまして

は報償費等減らしている形なんですけども、３０年度につきましては、より参加してい

ただきやすいような形ということで、ポイントも今まででしたら１０ポイントとかいう

ので、貯めないと景品、クリアしないというようなとこらへんをもう尐しハードルを低

くする形で皆さんに貯めていただきやすい形で進めていこうというふうにかんがえてお

ります。 

○木澤委員長 小村委員。 

○小村委員 このマイレージ導入の時にも、ちょっと言わせてもらったんですけども、奈

良市さんとかでも、ＩＣＯＣＡ的なＩＣチップみたいなん使ってやってはると思うんで

すけども、それでもなかなか飲食店との連携とかが難しくてあまり使われていないとい

うような話も聞いているんですけども、この健康マイレージを貯めて喜んでくれる高齢

者の方を増やしていただいてでですね、それこそ計画では１００歳まで生きれるように

という形で斑鳩町打ち出してますので、できるだけ健康マイレージというのが、幅広く

使えるような形で、地元の飲食店さんとの連携とかでマイレージが貯まれば、例えばコ

ーヒー１杯無料ですよとか、そういったことも含めて、健康マイレージについては推進

していただきたいなというふうに私自身は思っております。 

○木澤委員長 他にございませんか。 

  奥村委員。 

○奥村委員 予算の概要の３０ページですけども、産後ケア事業の実施ということで、こ

のショートステイとそれとデイケアとかですけども、これは委託先はどちらになるんで

しょうか。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 こちらの事業に関しましては、今、助産院等を考えておりまして、広

陵町の方の心友助産院ですとか、平群町のカンガルーホームといった助産院の方と相談

しているところです。 
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○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 ありがとうございます。それと、あと３３ページの心の健康づくり事業の実

施なんですけども、ここに、説明に必要に応じて居宅を訪問し相談にあたるっていうこ

とがあるんですけども、この居宅を訪問されるのは委託でされるんでしょうか、それと

も。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 こちらの心の健康づくり事業に関しましては、月に１回精神保健福祉

士さんが来られて相談を行っていただいてますけれども、訪問に関してましては、保健

センターの保健師の方が訪問するという形です。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 そしたら保健師さんが訪問してくださるということで、精神保健福祉士さん

と、また後で連携を取っていかれるんでしょうか。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

○北健康対策課長 そのとおりです。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 あと、３９ページの子育て世代包括支援センターでございますけども、この

中で例えばフィンランドがこのネウボラといいますか、子育ての発祥の地ですけども、

ここの、例えばお母さんたちに喜んでいただけるように、育児パッケージでおむつであ

ったり、衣類であったりというのを、お母さんが妊娠が分かった時点、どこかの時点で

お母さんたちのプレゼントとかされるところもあったり、また青森県の方でしたら、紙

おむつを生後１０か月まで２０袋段階的に、サイズも違ってきますので、プレゼントさ

れたりっていうこともあるんですけども、そういう取り組みというか、される方向とか、

そんなんはないですか。 

○木澤委員長 北健康対策課長。 

  課長、もうちょっとだけ大きい声で答弁してください。 

○北健康対策課長 おむつとかっていうふうな育児パッケージっていうふうなものに関し

ましてのプレゼントというのは今のところ町の方では考えておりません。ただ、この包

括支援センターということを利用していただいて、お母さん方の育児不安ですとか、精

神的な不安というのがより軽減できるような形での支援ということを充実させていきた

いとというふうに思っております。 

○木澤委員長 他にございませんか。 
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             （「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 そうしましたら、これをもって、第４款 衛生費に対する質疑を終結いた

します。 

次に、第６款 商工費について、説明を求めます。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 それでは、第６款 商工費のうち、健康福祉部が所管する予算につ

いて、ご説明を申し上げます。 

恐れ入りますが、着席をさせていただきまして、ご説明させていただきます。 

一般会計予算書の９５ページをお開きいただけますでしょうか。 

第６款 商工費、第１項 商工費の第１目 商工総務費であります。 

第１目 商工総務費のうち、健康福祉部では、９６ページの第１９節 負担金補助及

び交付金で、シルバー人材センター活動助成金等で、１，１７４万１千円を計上してい

ます。 

斑鳩町シルバー人材センターが受ける国からの補助金は、国のシルバー人材センター

補助金の執行方針において、国の補助限度額にかかわらず、地方公共団体の補助額を上

限に交付されます。 

このため、本町では、国の補助金を最大限受けていただけるよう、国の補助限度額の

上限で、シルバー人材センター活動助成金として交付をしています。 

新年度は、高齢者活用・現役世代雇用サポート事業において、増額が見込まれること

から、シルバー人材センター活動助成金について、前年度と比較して、２１０万円増の

１，１７４万１千円を計上いたしております。 

以上で、第６款 商工費のうち、健康福祉部が所管する予算の説明とさせていただき

ます。 

よろしくご審議を賜りますよう、お願い申し上げます。 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、第６款 商工費について、質疑をお受けいたし

ます。ございませんか。 

（ 「なし」と呼ぶ者あり ） 

○木澤委員長 今回、以前から要望してきましたシルバー人材センターへの契約金額につ

いては、それぞれの予算項目見させていただきますと、改善をされているという点で確

認させていただきまして、この点については高く評価をさせていただきたいと思います。

もう１点言ってましたシルバー人材センターとの連携ですね、ここの部分についてはど
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んなふうに考えておられるんでしょうか。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 長寿福祉課の方が総合的な窓口となりまして、シルバー人材センタ

ー様の相談事につきまして関係課の方に適切に繋いでいくというふうなことで話をして

おります。今回もシルバー人材センターの方で、理事・監事の選考委員会の方に町の職

員入っていただきたいということもありましたので、そういったことも町の中で検討を

いたしまして、委員として健康福祉部長の方を参画をさせてもらって、連携を務めてい

るところでございます。 

○木澤委員長 わかりました。ありがとうございます。 

  他にございませんか。 

（ 「なし」と呼ぶ者あり ） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、第６款 商工費に対する質疑を終結いたします。 

次に、議案第２５号 平成３０年度斑鳩町介護保険事業特別会計予算についての審査

を行います。 

理事者の説明を求めます。 

黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 それでは、議案第２５号 平成３０年度 斑鳩町介護保険事業特別

会計予算につきまして、ご説明を申し上げます。 

恐れ入りますが、着席をさせていただいて、ご説明をさせていただきます。 

まず、議案書の朗読をいたします。 

議案第２５号 

平成３０年度斑鳩町介護保険事業特別会計予算について 

標記について、地方自治法第２１１条第１項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の議決を求めます。 

平成３０年３月２日 提出 

斑鳩町長 中西 和夫 

それでは、特別会計予算書の３５ページをお開きいただきたいと思います。 

予算総則を朗読いたします。 

平成３０年度斑鳩町介護保険事業特別会計予算 

平成３０年度斑鳩町介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 
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第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ２，４３０，０

００千円、介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ８，０

００千円とする。 

２ 保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区

分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険事業勘定で介護給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

（２）保険事業勘定で各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費

を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各

項の間の流用 

平成３０年３月２日 提出 

斑鳩町長 中西 和夫 

それでは、予算に関する説明書により、予算の内容をご説明いたします。 

予算書の４３ページをお開きいただきたいと思います。 

はじめに、歳入予算につきまして、説明申し上げます。 

第１款 保険料であります。 

第１項 介護保険料では、第１目 第１号被保険者保険料で、新年度は、５億１，３

５０万３千円を計上しています。前年度と比較して、３，４１０万８千円、６．２％の

減額となっています。 

６５歳以上の第１号被保険者に係る保険料となっており、現年度保険料については、

特別徴収分を９３．２％、普通徴収分を６．８％として計上しています。 

次に、第２款 使用料及び手数料であります。 

第１項 手数料では、第１目 督促手数料で、５千円を計上しています。 

次に、第３款 国庫支出金であります。 

第１項 国庫負担金では、第１目 介護給付費負担金で、新年度は、３億９，６１３

万６千円を計上しています。前年度と比較して、１，０２７万５千円、２．５％の減額

となっています。 

４４ページをお願いいたします。 
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第２項 国庫補助金では、新年度は、１億１，７０１万２千円を計上しています。前

年度と比較して、１，７７９万５千円、１７．９％の増額となっています。 

その内訳は、第１目 調整交付金で、７，８０９万８千円、第２目 総合事業調整交

付金で、２６４万１千円、第３目 地域支援事業交付金の包括的支援事業・任意事業分

で、１，８７９万６千円、第４目 地域支援事業交付金の総合事業分で、１，５０４万

７千円、第５目 介護保険事業費補助金で、２４３万円を計上しています。 

４５ページにお移りいただきまして、第４款 支払基金交付金であります。 

第１項 支払基金交付金で、新年度は、６億２，１０６万５千円を計上しています。

前年度と比較して、２，６３１万３千円、４．１％の減額となっています。 

４０歳から６４歳までの第２号被保険者の保険料に相当するもので、その内訳は、第

１目 介護給付費交付金で、６億７５万２千円、第２目 地域支援事業交付金で、２，

０３１万３千円を計上しています。 

次に、第５款 県支出金であります。 

第１項 県負担金では、第１目 介護給付費負担金で、新年度は、３億２，６９９万

２千円を計上しています。前年度と比較して、４７１万円、１．４％の減額となってい

ます。 

４６ページをお願いをいたします。 

第２項 県補助金では、新年度は、１，８８０万２千円を計上しています。前年度と

比較して４２８万８千円、２９．５％の増額となっています。 

その内訳は、第１目 地域支援事業交付金の包括的支援事業・任意事業分で、９３９

万８千円、第２目 地域支援事業交付金の総合事業分で、９４０万４千円を計上してい

ます。 

次に、第６款 財産収入であります。 

第１項 財産運用収入では、第１目 利子及び配当金で、新年度は、４２万７千円を

計上しています。前年度と比較して２１万２千円、９８．６％の増額となっています。 

４７ページにお移りをいただきまして、第７款 寄附金であります。 

第１項 寄附金で、前年度と同額の１千円を計上しております。 

次に、４７ページから４８ページの第８款 繰入金であります。 

第１項 一般会計繰入金では、新年度は、３億７，５０１万円を計上しています。前

年度と比較して２４０万５千円、０．６％の増額となっています。 

その内訳は、第１目 介護給付費繰入金で２億７，８１２万６千円、第２目 地域支
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援事業費繰入金の包括的支援事業・任意事業分で２，５４９万５千円、第３目 地域支

援事業費繰入金の総合事業分で９４０万４千円、第４目 その他一般会計繰入金で５，

７９３万８千円、４８ページにお移りをいただきまして、第５目 低所得者保険料軽減

繰入金で４０４万７千円を計上しております。 

また、第２項 基金繰入金では、第１目 介護保険給付費準備基金繰入金で６，００

０万円を計上しています。前年度と比較して４，５００万円の増額となっています。 

次に、第９款 繰越金であります。 

第１項 繰越金で、前年度と同額の１００万円を計上しています。平成２９年度に還

付、償還できない保険料について、新年度に繰り越すものであります。 

４９ページにお移りをいただきまして、第１０款 諸収入であります。 

第１項 延滞金加算金及び割引料では、前年度と同額の１万２千円を計上しています。 

その内訳は、第１目 過料で、１千円、第２目 第１号被保険者延滞金で、１万円、

第３目 第１号被保険者加算金で、１千円を計上しています。 

第２項 雑入では、３万５千円を計上いたしております。 

その内訳は、第１目 滞納処分費、第２目 弁償金、第３目 違約金及び延納利息、

第４目 第三者納付金、第５目 返納金で、それぞれ１千円、第６目 納付金で、２万

１千円、第７目 雑入で、９千円を計上しております。 

５０ページをお願いします。 

続きまして、歳出予算であります。 

第１款 総務費であります。 

第１項 総務管理費では、第１目 一般管理費で、新年度は３，７７８万７千円を計

上しています。前年度と比較して５６万１千円、１．５％の増額となっています。 

介護保険事務に関わる職員の人件費、国民健康保険団体連合会への負担金などに係る

費用等を計上するとともに、介護保険制度改正に伴う介護保険システム改修業務委託料

として４８６万円を計上しています。 

次に、５１ページの第２項 徴収費では、第１目 賦課徴収費で、新年度は１６０万

２千円を計上しています。前年度と比較して２万４千円、１．５％の減額となっていま

す。 

介護保険料の決定通知や納付書等の送付に要する費用等となっております。 

次に、５１ページから５２ページの第３項 介護認定審査会費では、第１目 介護認

定審査会費で、新年度は、２，０４７万円を計上しています。前年度と比較して３２万
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８千円、１．６％の減額となっています。 

次に、５２ページの第４項 趣旨普及費では、第１目 趣旨普及費で、新年度は、前

年度と同額の４０万円を計上しております。 

次に、５３ページの第５項 介護保険運営協議会費では、第１目 介護保険運営協議

会費で、新年度は７万円を計上しています。前年度と比較して１０万５千円の減となっ

ています。協議会の開催回数の減によるものでございます。 

次に、第６項 地域包括支援センター運営協議会費では、第１目 地域包括支援セン

ター運営協議会費で、新年度は７万円を計上しています。 

次に、第２款 介護給付費であります。 

第１項 介護サービス等諸費では、第１目 介護サービス等諸費で、新年度は２０億

３，１８９万７千円を計上しています。前年度と比較して３，０１７万３千円、１．

５％の減額となっています。 

５４ページをお願いをいたします。 

第２項 介護予防サービス等諸費では、第１目 介護予防サービス等諸費で、新年度

は６，７８０万５千円を計上しています。前年度と比較して１，６１８万９千円、１９．

３％の減額となっております。 

今年度から開始をいたしました、介護予防・日常生活支援総合事業の完全実施に伴い、

要支援者の訪問介護、通所介護が介護予防給付費から、第４款 地域支援事業費の介護

予防・生活支援サービス事業費に移行することから減額となっています。 

５５ページにお移りいただきまして、第３項 その他諸費では、第１目 審査支払手

数料で、新年度は２８４万５千円を計上しており、前年度と比較して２５万２千円、９．

７％の増額となっております。 

次に、第４項 高額サービス等費であります。 

第１目 高額サービス諸費で、新年度は、前年度同額の４，８２５万７千円を計上し

ています。医療保険制度と同様に自己負担額が高額となり、所得に応じた限度額を超え

た場合に、その超過額について償還払いにより給付するものであります。 

次に、第５項 高額医療合算サービス等費では、第１目 高額医療合算サービス諸費

で、新年度は、前年度同額の６２３万円を計上しています。介護保険と医療保険の両方

の利用者負担を年間で合算し、高額になり所得に応じた限度額を超えた場合に、その超

過額について償還払いにより給付するものであります。 

５６ページにお移りをいただきまして、第６項 特定入所者介護サービス等費では、
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第１目 特定入所者介護サービス等費で、新年度は、前年度同額の６，７９７万３千円

を計上しています。施設に入所等されている低所得者の方の居住費と食費について、一

定額を超えた費用について補足給付するものであります。 

次に、第３款 基金積立金であります。 

第１項 基金積立金では、第１目 介護保険給付費準備基金積立金で、新年度は、４

２万７千円を計上しています。 

介護保険給付費準備基金から生じる利子積立てとなっています。 

５７ページをお願いをいたします。 

第４款 地域支援事業費であります。第１項 介護予防・生活支援サービス事業費で

あります。 

第１目 介護予防・生活支援サービス事業費で６，１７３万１千円、第２目 介護予

防ケアマネジメント費で４９０万６千円を計上しています。前年度と比較して３，４２

３万１千円の増額となっています。増額となった主な要因は、今年度から開始をいたし

ました、介護予防・日常生活支援総合事業の完全実施に伴い、要支援者の訪問介護、通

所介護が介護予防給付費から、移行することによるものであります。 

次に、５７ページから５８ページの、第２項 一般介護予防事業費では、第１目 一

般介護予防事業費で、新年度は８３３万円を計上しており、前年度と比較して１万５千

円の増額となっております。 

次に、５８ページから５９ページの第３項 包括的支援事業・任意事業費であります。 

第１目 包括的支援事業費で、新年度は３，０６２万８千円を計上しております。前

年度と比較して６９０万７千円、２９．１％の増額となっております。 

増額となった主な要因は、地域包括支援センターシステムの更新を行うことによるも

のであります。 

次に、５９ページから６０ページの第２目 任意事業費では、新年度は１，２８６万

２千円を計上しています。前年度と比較して２１３万６千円、１９．９％の増額となっ

ております。 

配食サービスや緊急通報装置貸与事業、家族介護用品支給事業、介護給付適正化シス

テム導入事業などに係る費用を計上しています。 

次に、６０ページ、第３目 在宅医療・介護連携推進事業費では、新年度は１６万１

千円を計上しています。前年度と比較して４万７千円の増額となっています。 

在宅医療と介護の連携に関する研修会、生駒郡地域ケア会議の開催等に係る費用を計
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上しています。 

次に、第４目 認知症総合支援事業費では、新年度は、２５万３千円を計上していま

す。前年度と比較して２８万５千円の減額となっております。 

認知症初期集中支援チーム検討委員会の委員報酬や研修参加等に係る費用を計上して

います。 

次に、６０ページから６１ページの第５目 介護予防ケアマネジメント事業費では、

地域包括支援センターにおいて、予防事業のための介護予防プランを主に作成する職員

人件費として、新年度は８４５万９千円を計上しています。 

次に、６１ページ、第６目 総合相談事業費では、地域におけるネットワークの構築

を築くため、保健・医療・福祉サービス等のさまざまな関係者において地域検討会を開

催する費用として、新年度は２万５千円を計上しています。 

次に、第７目 権利擁護事業費では、地域包括支援センターにおいて、権利擁護に関

する業務を行う職員人件費、社会福祉士でございますが、などとして、新年度は、３２

４万６千円を計上しています。前年度と比較して、２４９万５千円の減額となっており

ますが、職員の育児休業によるものであります。 

次に、第８目 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費では、地域包括支援セン

ターにおいて、地域や関係機関との連携や個々の介護支援専門員に対する支援等を主に

行う職員人件費、主任介護支援専門員でございますが、などとして、新年度は５４７万

４千円を計上しております。 

次に、６１ページから６２ページの第９目 生活支援体制整備事業費では、生活支援

コーディネーターの配置業務等にかかる費用として、新年度は、前年度同額の３８２万

円を計上しております。 

次に、６２ページ、第４項 その他諸費であります。 

第１目 審査支払手数料で、介護予防・日常生活支援総合事業の要支援者等の訪問介

護、通所介護等の審査支払手数料として、新年度は２７万円を計上しています。前年度

と比較して４万１千円の増額となっております。 

次に、第５款 諸支出金であります。 

第１項 償還金及び還付加算金で、新年度は、第１目 第１号被保険者保険料還付金

で１００万円、第２目 償還金、第３目 第１号被保険者還付加算金で、それぞれ１千

円を計上しています。 

最後に、６３ページ、第６款 予備費では、３００万円を計上しております。 



 - 41 - 

以上で、保険事業勘定のご説明といたします。 

続きまして、介護サービス事業勘定であります。予算書の７５ページをお開きいただ

きたいと思います。 

はじめに、歳入予算について、ご説明を申し上げます。 

第１款 サービス収入であります。 

第１項 予防給付費収入では、第１目 介護予防サービス計画費収入で、新年度は、

７９９万７千円を計上しています。前年度と比較して３７９万円、３２．２％の減額と

なっております。 

地域包括支援センターで作成する、介護予防サービス計画に対する収入となっており

ます。 

次に、第２款 繰越金では、１千円を計上しています。 

次に、第３款 諸収入であります。 

第１項 雑入では、新年度は、第１目 雑入でコピー代等２千円を計上しています。 

続きまして、歳出予算であります。 

７６ページをお願いをいたします。 

第１款 総務費であります。 

第１項 総務管理費では、第１目 一般管理費で、新年度は、介護予防サービス計画

を作成するための事務費として、１１万８千円を計上していたしております。 

次に、第２款 サービス事業費であります。 

第１項 居宅サービス事業費では、第１目 居宅介護予防サービス事業費で、新年度

は７３８万２千円を計上しております。前年度と比較して４２４万２千円、３６．５％

の減額となっています。要支援者の居宅介護予防サービス事業費の一部が保険事業勘定

の総合事業へ移行することから、職員人件費の減額によるものであります。 

主な予算の内容は、臨時職員の賃金及び介護予防サービス計画策定業務の委託料とな

っております。 

最後に、第３款 予備費では、５０万円を計上しております。 

以上で、議案第２５号 平成３０年度 斑鳩町介護保険事業特別会計予算の説明とさ

せていただきます。 

よろしくご審議を賜りまして、原案どおりご可決を賜りますよう、よろしくお願いを

申し上げます。 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、介護保険事業特別会計について、質疑をお受け



 - 42 - 

いたします。 

小林委員。 

○小林委員 ちょっと総括的なことを聞かせていただきたいんですけども、先日の厚生常

任委員会で、第７期斑鳩町介護保険事業計画のほう策定されるときにですね、国からの

提供されたデータを受けて分析の上計画を策定されてますよね、その計画の中に介護予

防重度化防止等の取り組み内容とか、数値目標とか入っているふうに思うんですけれど

も、その目的を達成したときの財政的なインセンティブって、これ予算的にはどれぐら

い、金額的にはどれぐらいもらえるもんなんですか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 財政的なインセンティブにつきましては、まだ現在はっきりとは決

まっておらない状況でございます。 

○木澤委員長 小林委員。 

○小林委員 介護保険の方で見える化システムの作成で国からの受けたデータをもとに、

いろいろ数値とかを立てたというふうな認識で合ってますかね。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 給付量につきまして、国の示すそういった見える化システムとかワ

ークシートを使いまして、分析を行っておるところでございます。 

○木澤委員長 小林委員。 

○小林委員 また新しい制度になりますので、またちょっとおいおい、いろいろ聞かせて

いただきたいと思います。いろいろ介護保険変わって、地域包括ケアシステムの評価っ

ていうのがうたわれてますけれども、平成３０年度でこの地域包括支援センターの強化、

機能の強化をされた、具体的な取り組み例とかはあるんですかね。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 個々の業務につきまして、特に地域包括支援センターの業務につき

まして、今、在宅医療から、医療から在宅医療の方に業務の方進めていくということで、

国の方でも示されておりまして、先ほども申し上げましたように、病院から在宅の方に

変えられて地域の方で介護を進めていく、そういった取り組みについて特に重点を置い

てやっております。その中でこの生駒郡におきましても、生駒郡医師会とともにですね、

先ほども申し上げましたとおり、在宅医療、在宅介護につきまして、研修会・勉強会・

講演会等を開催して地域のケアマネさん等も参加を願って、そういった在宅介護の方に

向けて進めているところでございます。 
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○木澤委員長 小林委員。 

○小林委員 機構改革、平成３０年度されましたけれども、担当課の方もそうですけれど

も、生き生きプラザにある地域包括ケア、地域包括の方々もですね、そもそもあの部屋

と、横の社協さんのバランスがですね、すごい極端すぎるのかなと思うんです。すごく

地域包括の方が狭いところでされてるんですけれども、それに比べたら、本当に横の社

協さん広々してますんで、その部分とか将来を見越して、間取りを変えるとか、職員の

配置も強化していくとか、そういう考えとかはあるんですかね。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 当時社協の方に委託をしておりました業務につきまして、現在包括

支援センターの方で行っておりまして、それに伴いまして斑鳩町の方が責任を持ってや

っていく、介護保険の方ですね、やっていくということで、職員についても増員を行っ

ているところでございまして、現在おっしゃってますように、社会福祉協議会の方に比

べて、スペースが尐ない状況になっておりますので、おっしゃいますように、今現在ス

ペースについては広げる方向で検討をいたしているところでございます。 

○木澤委員長 他にございませんか。 

  平川委員。 

○平川委員 総合事業が完全実施をするにあたって要支援者のかかる訪問・通所介護サー

ビスから外れるということで、今までサービスを受けていた対象の方が受けれなくなる

とか、あと、サービスの内容が変わるとか、そういう影響っていうのは特にないと考え

ていいんでしょうか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 介護給付の方から総合事業になりまして、地域支援事業の方に変わ

ったわけですけども、内容につきましては変わるところはございません。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 必要があって、今までサービスを受けておられた方なので、影響が出ないよ

うな形でお願いをしたいなと思います。それと６１ページの生活支援コーディネーター

なんですけれども、これ社協さんに委託されていたのかなというふうに思うんですけれ

ども、別途この委託料が発生するというのはどういう理由なんでしょうか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 今現在生活支援コーディネーターにつきましては、社協の職員２名

に対しまして受託を行っているところでありまして、社会福祉協議会につきましては、
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小地域福祉会等との連携も強く、地域の実情に詳しいということから、今後、こういっ

た介護の施策を進めるにあたりまして、地域の実情のニーズ調査とか、そういったこと

についてアセスメント調査も含めてやっていって、介護保険制度の推進に努めてまいり

たいということで、社協の職員の方に委託をしている状況でございます。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 社協さんの職員さんの人件費というわけではなく、その業務を進めるにあた

って、この３８２万円が必要になってくるということですか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 生活支援コーディネーターとしてですね、先ほど申し上げました業

務の委託料でございます。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 人件費としては社協さんの職員としての人件費が出ていると思うんですけど

も、それ以外にこの３８２万円が必要になるという理由がどういうところなんですか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 先ほどもちょっと説明さしあげたんですけれども、そういった調査

とか行うための事務費等が主なものになっております。金額の内容ですね、人件費とそ

ういった調査費になっています。 

○木澤委員長 暫時休憩いたします。 

（午前１０時２３分 休憩） 

（午前１０時２５分 再開） 

○木澤委員長 再開いたします。 

 乾副町長。 

○乾副町長 この生活支援コーディネーターの配置業務ということで、委託料として社協

の職員の人件費相当分ということで載せております。全体の社協の補助金につきまして

は、増減なしということで、業務として委託しているということでございますので、ご

理解いただきたいと思います。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 生活支援コーディネーターの役割非常に重要だと思いますので、その分の費

用に見合うだけの効果がきちっと現れるように取組み進めていただきたいと思います。 

  それともう１点、印象とか記憶があまり定かではないんですけども、総合事業を実施

するにあたって、いろんなサービスの要件が緩和された、そういうサービスが提供でき
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るようになるというところがあったかなと思うんですけれども、それに参入された事業

所が今、あるのかどうなのかとか、そのあたりの状況ちょっとお伺いできますでしょう

か。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 西和７町で約１０人程度が緩和への研修を受けております。 

○木澤委員長 他にございませんか。 

  奥村委員。 

○奥村委員 予算書の４９の範囲にあたるのかなと思うんですけれども、やはり介護保険

料っていうのは高齢者の方が対象でもありますので、しっかりと銀行振り込みにしたり

とかできる方はいいんですけども、高齢とかで理解がなかなか大変な方とか、不自由で

なかなか納めに行けないとかいろんな方いらっしゃると思うんですけれども、滞納者の

方への対応というのは、どういうふうにされているんでしょうか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 年金収入で１８万円以上の方については特別徴収という形になって

おります。１８万円未満の方につきましては、おっしゃいますように、普通徴収という

形になってて、年金の額からすれば本当に苦しい状況であるという方もおると思います。

そういった方、お支払いの関係ですけども、納期までに入金がない場合はただちに調査

をしまして、未納のお知らせというのをまずお送りをいたします。そして決められた期

間までに納付がない場合は法令に基づいた督促状の方をお送りをいたします。それでも

ない場合は各家庭の状況ですね、現場の方にお伺いをして状況等を聞くということで滞

納の方は対応はしているところでございます。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 直接おうちへ伺ってくださるのは、職員さんが訪問をしてくださっているん

でしょうか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 職員の方で訪問をいたして、生活状況等を直接伺っているところで

ございます。 

○木澤委員長 奥村委員。 

○奥村委員 そうしますと、高齢でもありますので、なかなかご理解というか、この介護

保険料というのも、なぜというご意見もあると思うんですけど、だいたいは納得してい

ただいてるのでしょうか。 
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○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 制度の方につきまして趣旨、本当にご理解をいただいているところ

ではございますが、年金が尐ない方についてはどのようにやったらいいかということで、

他の方法もあれば生活保護等もありますので、そういった方向でも話をすることはござ

います。 

○木澤委員長 他にございませんか。 

            （「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 私の方も１点確認をさせていただきたいんですけども、今回第７期の計画

をスタートするにあたって、基金として貯まっていた分は２億４００万円取り崩して保

険料を引き下げるという、これは適切な対応をされたというふうに思うんですけども、

第６期の計画の当初ですね、給付の見込みを立てるときに、何がどうなってこんなに基

金があんなに貯まってしまったのかと、１つは介護報酬が途中引き下げられたというの

があるんですけども、そこの見込みがどうだったのかっていう検証は担当課の方はどう

いうふうにされているんでしょうか。 

○木澤委員長 黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 第６期計画を策定する際にも、国の厚生労働省のワークシートとい

うものを活用しまして国の基準に基づいて算定を行ったところでございます。しかしな

がら年々右肩上がりに要介護認定者数は増えていくというふうな国の予測に基づいてや

ったところなんですけども、人数的には増えておるんですけども、これもちょっと以前

に申し上げたんですけども、重度の介護者、要介護、特に５の方ですね、の伸び率がか

なり小さくてですね、そういった方にかかる費用についてかなり尐なかったというのが

半分ぐらいの理由で、あとはまあ軽度の方についてもそれぞれ利用される回数が若干尐

なくなったのかなというふうな状況でございます。そういったこともありまして、この

ような決算の状況になったということでございます。 

○木澤委員長 そうしたらその辺の部分というのは、国の方もきちっと修正して今回第７

期の計画のワークシートというんですかね、示してきているとふうに理解してよろしい

んですか。  

  黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 国のワークシートにつきましては、同じなんですけども、斑鳩町の

現状ですね、今の現状を把握して第７期について給付量を算定したところでございます。 

○木澤委員長 先ほど部長説明してくれはったのは、重度の方が思ったよりも伸びなかっ
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た、斑鳩町の中だけの特徴なんですかね、全国的に結構、介護保険の第６期については

近隣でも基金が結構貯まってしまったという話を聞くんで、全国的な傾向かなと思った

んですけど、そうではないんですか。 

  黒﨑健康福祉部長。 

○黒﨑健康福祉部長 おっしゃいますように、第６期の３か年において近隣町でもですね、

情報交換をする中で、また決算を見る中では、本当に黒になっているというような状況

でございまして、特に斑鳩町の場合は、先ほど申し上げましたように、重度の方の認定

者数減ったことによるというのが半分以上の理由になりますし、そういった理由のとこ

ろもございますし、認定者数が思ったより伸びなかったとしている町もございました。

詳しいところにつきましては、各町については調査については行っておりませんけども、

そういった係間での情報交換する中ではそのようなことで聞いております。 

○木澤委員長 よその町のことですんで、あんまりここで聞いてもあれですから、その辺

については７期の計画の中できちっと６期の反省点等も含めて反映はされているという

ふうに理解しておきます。 

  そうしましたら他よろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、介護保険事業特別会計に対する質疑を終結いた

します。 

以上で、健康福祉部所管に係る予算についての審査を終わります。 

暫時休憩いたします。 

（午前１１時３４分 休憩） 

（午前１１時３４分 再開） 

○木澤委員長 再開いたします。それでは理事者入れ替えのため、１１時４５分まで休憩

いたします。 

（午前１１時３４分 休憩） 

（午前１１時４５分 再開） 

○木澤委員長 それでは再開いたします。 

それでは、生活環境部所管に係る予算審査を行います。 

初めに、第２款 総務費について、説明を求めます。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 それでは、第２款 総務費のうち、生活環境部が所管いたします予
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算の概要につきまして、説明申し上げます。 

失礼して、座って説明いたします。 

まず予算書の４２ページをお開きいただきたいと思います。 

第１項 総務管理費、第１目 一般管理費のうち、第１３節 委託料におきまして、

住民課所管の無料法律相談委託料といたしまして、その必要経費１４１万５千円を計上

いたしております。 

次に、５０ページであります。第８目 交通安全対策費でございます。 

このうち、自転車等の放置防止に関する事業につきまして、環境対策課で所管をして

いるところでございますが、その予算額につきましては、第１１節の需用費のうち７千

円、そして第１３節 委託料６２万円、合わせて６２万７千円を環境対策課で所管をい

たしております。 

次に、第９目 自転車等駐車場運営費でございます。 

新年度は、１，１４５万３千円を計上いたしておりまして、前年度と比較して、３３

万１千円、２．８％の減となっているところでございます。 

次に、５５ペ－ジから５６ページの第３項 戸籍住民基本台帳費でございます。 

第１目 戸籍住民基本台帳費で、新年度は５，４５６万６千円を計上いたしておまし

て、前年度と比較して、１９９万５千円、３．８％の増となっております。 

住民基本台帳ネットワークシステムや戸籍システム等の機器保守業務委託料などのほ

か、個人番号の付番や個人番号カード交付に伴う関連事務委任交付金などを計上いたし

ております。 

以上で第２款 総務費のうち、生活環境部の所管に係ります予算の説明といたします｡ 

何とぞよろしくご審議いただきますようお願い申し上げます｡ 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、第２款 総務費について、質疑をお受けいたし

ます。 

  小林委員。 

○小林委員 予算書の５０ページの自転車等駐車場の運営費ということで、まあ何度か質

問させていただきましたけども、確認で平成３０年度の１時間当たりの単価とですね、

それに伴う近隣の市町村の調査もされて、平成２９年度までの単価にされましたという

ご答弁いただきましたけれども、単価についてここを委託受けている方々が身体障害者

の方々ですけども、その辺も兼ねての町としての考え方お聞かせいただきたいと思いま

す。 
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○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 自転車等駐車場の管理運営につきましては、斑鳩町身体障者福祉協

会に一部を委託をしているところであります。委託料の積算の根拠でありますけども、

１時間あたり７６０円で積算をしているところであります。なお、近隣市町村の駐車場

の委託状況でございますが、シルバー人材センターに委託されているのが多く、時間単

価につきましては、７２６円から８４２円と尐々幅が広くなっているところであります。

以上です。 

○木澤委員長 小林委員。 

○小林委員 昔１時間当たり７９０円とか、いろいろな料金がありましたけれども、その

点も踏まえてですね、斑鳩町としてはこのままでやっていくということでいいんですか

ね。 

○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 平成２７年度までは７５０円で時間当たり積算をしておりました。

２７年で契約するときに身体障害者福祉協会とも協議をする中で、１０円上乗せという

ところで７６０円でしております。３０年度の契約につきましても協議をさせていただ

きましたけども、この金額でいいということでお返事いただいているところであります。 

○木澤委員長 すみません、今最低賃金っていくらでしたっけ。 

  栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 ２９年１０月以降で７８６円になっております。 

○木澤委員長 今の話ですと、時間当たり単価でいうと最賃切っているということになる

んですけども、ここはどう考えはるんですかね。 

  栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 身体障害者福祉協会と毎年協議をしておるんですけども、やっぱり

身体障害者福祉協会としてはこの額で、生きがい対策もございますので、この金額でい

いというご返事もいただいておりますので、据え置いているというところであります。 

○木澤委員長 まあ、相手さんがそうおっしゃっているというのもあるんですけども、た

だ、シルバーの方についても一定契約金額見直していただいている中で、今後のあり方

としてですね、やっぱり団体さんと契約するにあたっても、一定最賃というのは基準と

して持っていただいて、やっぱり町としてきちっと契約交わすということでいうと、そ

ういうところはクリアしていくべきかなというふうには考えますので、これもちょっと

今後の検討課題としてですね、研究していただきたいなというふうに思うんですけども。 
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  栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 時代に応じまして検討はさせていただきます。ただ、今回委託料が

減額になっておりますけども、こちらも身体障害者福祉協会のほうから日曜日ですね、

利用台数が非常に尐なくなっているというところで、１人減にさせてほしいと、向こう

からも申し出もあって減額をさせていただいているところです。最低賃金の件につきま

しては、先ほども言いましたように、時代に合わせて検討させていただきます。 

○木澤委員長 全体の金額の話と、また単価の話とちょっと整理して検討いただきたいと

思います。 

  他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 そしたら私の方から毎回聞かせてもらっているんですけれども、５５ペー

ジ、５６ページのところの戸籍住民基本台帳費のところですね、コンビニ交付サービス

を昨年度からスタートされてますけども、まずマイナンバーのカードの個人番号カード

の発行件数とコンビニ交付のサービスの利用件数について教えていただけますか。 

  浦野住民課長。 

○浦野住民課長 マイナンバーカードの平成３０年２月末での発行枚数ですが、累計で３，

８１５枚、１３．５％の発行率となっております。コンビニ交付の利用率でございます

けれども、証明書全体の約４％、月間８０件から１００件程度となっております。 

○木澤委員長 これ昨年と比べたら、マイナンバーカードは以前お聞かせいただいた時点

で１１％位やったと思うんですけども、コンビニ交付の利用件数については平均で言う

と、比較するとどうなんですか。 

  浦野住民課長。 

○浦野住民課長 コンビニ交付の利用件数なんですけれども、始まった平成２９年２月か

ら開始しておりますけれども、開始した当初は１．５％でございました。最新の２月で

４．７％となっております。 

○木澤委員長 若干上がってはいるんですね。先ほど、８０件から１００件って言ってい

ただいたのは、月平均でということですね。 

  浦野住民課長。 

○浦野住民課長 はい、そのとおりでございます。 

○木澤委員長 これにつきましては、以前から指摘させていただいてますように、個人情

報保護の観点からですね、マイナンバーカード自体に問題があるんじゃないかというこ
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とで、町としてもこの制度については導入すべきではないと当初から申し上げてきまし

たけども、若干ですね、利用率については上がっているということですが、やはりです

ね、このシステムについては、私は見直しをしていくべきではないかなというふうに考

えてますので、これについては改めて意見として申し上げておきたいと思います。 

  小村委員。 

○小村委員 証明書コンビニ交付サービス、今、委員長からも質問ありましたけれども、

計算すると１件当たり７２９円ぐらいの、コンビニ交付負担金７０万の１２か月で割っ

てですね、月１００件で計算しても７２９円はかかっているということで、便利さのた

めに１件当たり７２９円かけているという計算になるんです。そういった意味でいうと、

せっかくコンビニ交付で便利になったということで、私自身はこのマイナンバーカード、

今、総務省からあるものに対して、決算委員会でも言わせてもらったんですけれども、

今はできるだけマイナンバーカード作ってくださいという形で住民課としても対応して

いただいているということを決算委員会では聞かせていただいたんですけども、よりよ

く、より皆さんがせっかくお金をかけてるんだから、マイナンバーカードをつくってい

ただいてですね、より便利な利用をしていただけたらと私自身は思っています。 

○木澤委員長 他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、第２款 総務費に対する質疑を終結いたします。 

  ここで１３時まで休憩いたします。 

（午前１１時５５分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

○木澤委員長 それでは再開いたします。 

次に、第３款 民生費について、説明を求めます。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 それでは、第３款 民生費のうち、生活環境部が所管いたします予

算の概要につきまして、ご説明申し上げます。 

失礼して、座って説明をいたします。 

まず、予算書の５９ページから６０ページにかけての第１項 社会福祉費、第１目 

社会福祉総務費であります。 

新年度予算は、３億９，５１６万１，０００円を計上しており、前年度と比較して３

０１万４千円、０．８％の減となっております。 
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この目の主な内容は、職員に係る人件費のほか、国民健康保険事業特別会計への繰出

金でございます。６０ページの第２８節 繰出金でございます。国民健康保険事業特別

会計への繰出金として、制度上の負担割合に応じて支出する法定繰出金のほか、その他

一般会計繰出金として、平成２６年度における介護納付金に係る赤字分を支援する法定

外繰出金１，４７３万７，０００円を合わせまして全部で２億６，３８６万８，０００

円を計上いたしたものでございます。 

次に、６０ページでございます。 

第２目 国民年金事務取扱費でございます。 

新年度は、５６５万６，０００円を計上しており、前年度と比較して、６７万４千円、

１３．５％の増となっております。 

国からの委任を受けて行う国民年金事務に携わる職員の人件費などを計上していると

ころでございます。 

次に、６３ページでございます。第５目 医療対策費であります。 

新年度は、２億４６２万７，０００円を計上しており、前年度と比較して、１，２８

６万８，０００円、６．７％の増でございまます。 

子ども医療費の助成につきましては、引き続き、その対象を中学生までとし、所得制

限なし、一部負担金なしで実施するほか、他の医療費助成につきましても、県の補助基

準を拡大して実施をしてまいりたいと考えております。 

次に、６４ページ、第６目 人権対策費でございます。新年度は、５６万４千円を計

上しており、前年度と比較して、１万３千円、２．３％の減となっております。 

次に、７０ページでございます。第１１目 後期高齢者医療費でございます。新年度

は、３億５，９０４万６，０００円を計上しており、前年度と比較をいたしまして、４，

８７２万８，０００円、６．４％の増となっております。 

後期高齢者医療制度の医療給付に要する費用に係る町の法定負担分を奈良県後期高齢

者医療広域連合に納付するほか、この制度に係ります町の事務経費、広域連合の運営に

係る経費の負担、そして低所得者に対する保険料の軽減措置に係る補填分を後期高齢者

医療特別会計に繰り出すものでございます。 

広域連合から示された療養給付費負担金の増が、予算額の増額の要因となっていると

ころでございます。 

以上で第３款 民生費のうち、生活環境部の所管に係ります予算の説明といたします｡ 

何とぞ、よろしくご審議いただきますようお願い申し上げます｡ 
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○木澤委員長 説明が終わりましたので、第３款 民生費について、質疑をお受けいたし

ます。ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 そしたら私の方で。 

先ほどちょっと言いかけてました県人権部落解放研究集会全大会参加負担金ですね、

金額的には、予算書の６４ページですね、金額的には３，０００円とそんなに大きいわ

けではないんですけども、毎回というか、これまでにも指摘させていただきましたよう

に、特定のイデオロギーを子どもたちに指導するような中身の資料がですね、そういう

研究集会のときに配られておりまして、町が公金を使用して参加をするということにつ

いては問題があるんじゃないかなというふうに考えてきましたけども、これについては

今後も同じような形で参加負担金を出していくというような考えなのか、その辺につい

てお尋ねをしたいと思います。 

  浦野住民課長。 

○浦野住民課長 こちらの県人権・部落解放研究集会というものはですね、特定の団体が

主催となって実施されているものではございませんでして、奈良県市長会、奈良県町村

会、奈良県市町村人権同和問題啓発連協など、県内の６０団体で構成されます奈良県人

権部落解放研究集会実行委員会というものを毎年立ち上げておられまして、そこが主催

となって実施されております研究大会でございまして、年に１回開催されております。

そちらの大会については、大人の方が対象ということになっております。こちら奈良新

聞社ですとか産経新聞社とか、各種報道機関の後援もいただいている事業でございまし

て、目的として人権教育及び人権啓発の推進に関する法律にかかる人権問題等に関して

その解決を目指した研究、運動、教育、啓発の更なる発展と進化を目的ということで目

的を掲げられておりまして、研究のテーマにつきましても、子どもの貧困問題でありま

すとか、持続可能な地域づくり、あと新しい人権課題としてヘイトスピーチであるとか、

そういったさまざまな人権のテーマを分科会でも取り上げられておりまして、決して特

定のイデオロギーを押し付けるといった内容ではないと、私認識しております。 

○木澤委員長 そうしましたら、ちょっと私の思っているやつと項目が違うのかもしれま

せんね。私が前見た資料ですと、保育の研究ということの分野の中で、子どもたちに部

落差別に負けない意思を身につけるような指導をするとか、そういう中身のものがあり

ましたので、ちょっと項目が違うということですかね。わかりました、それはそういう

ふうに理解をしておきます。 
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  他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 そうしましたら、これをもって、第３款 民生費に対する質疑を終結いた

します。 

次に、第４款 衛生費について、説明を求めます。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 それでは、第４款 衛生費のうち、生活環境部が所管いたします予

算の概要について、説明申し上げます。 

失礼して、座って説明いたします。 

まず、７７ページから７８ページにかけての、第１目 保健衛生総務費についてでご

ざいます。 

新年度、１億３，４６１万５千円のうち、環境対策課所管の配分につきましては、３，

１１３万２千円でございます。 

職員の人件費のほか、衛生総務内部事務、公用車の管理にかかる費用が主なものでご

ざいます。 

次に、８２ページ、第５目 狂犬病予防費でございます。 

新年度は、２９万１千円を計上しておりまして、前年度と比較して、１万２千円、

４％の減となっているものでございます。 

次に第６目 火葬場費でございます。 

新年度は、３，３２４万３千円を計上しており、前年度と比較して、１３９万３千円、

４．４％の増でございます。 

火葬場炉内の補修整備費の増額が主な増加の要因でございます。 

引き続き、良好な稼働、運営を行ってまいりますとともに、周辺地域への環境整備に

努めてまいりたいと考えております。 

次に、８２ページから８３ページにかけましての、第７目 環境対策費でございます。 

新年度は、３４８万７千円を計上しており、前年度と比較して、１２７万４千円、２

６．８％の減であります。 

昨年１２月に斑鳩町環境マネジメントシステムの運用を廃止したことに伴います、Ｉ

ＳＯ登録審査手数料の減額が主な要因でございます。 

環境と共生するまちづくりの推進として、斑鳩町地球温暖化対策地域協議会や地域で

の環境保全活動のリーダーとなる環境保全推進委員の活動を引き続き支援してまいりま
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す。 

また、環境保全対策では、引き続き、河川の水質検査を実施し、公害の未然防止に努

めるとともに、空き地や空き家の適正な維持管理を強く推進してまいりますとともに、

スズメバチの営巣駆除に要した費用の一部を助成するなど、住民の安心と安全、良好な

生活環境の保全に努めてまいります。 

次に、８４ページの第２項 清掃費、第１目 清掃総務費でございます。 

新年度は、１，４６６万８千円を計上しており、前年度と比較して、７７４万３千円、

３４．５％の減であります。 

新年度におきましても、美化意識の向上を図ることを目的とした「いかるがの里クリ

ーンキャンペーン」や「自治会内美化キャンペーン」などの清掃活動を実施することと

いたしております。 

次に、８４ページから８８ページにかけましての、第２目 塵芥処理費でございます。 

新年度は、３億９，１９８万２千円を計上しておりまして、前年度と比較して、１，

６０１万２千円、３．９％の減であります。 

住民の皆様の日々のご努力によりまして、可燃ごみ処理量の大幅な減尐など、ほとん

どのごみ、資源物の処理量が減尐してきておりまして、それに伴う処理委託料や指定袋

作成枚数の減尐などが、主な減額の要因となっております。 

新年度におきましても、生ごみの自家処理を推進するため、従来の生ごみ処理機等の

購入に対する奨励金の交付対象に、消滅型生ごみ処理容器を新たに加えるなど、その充

実に努めてまいりますとともに、全国的な課題でもある食品ロス削減に向けた今後の取

り組みの資料とするため、生ごみに特化した組成調査を実施することといたしており、

今後、その結果を踏まえ、家庭、事業所に対しましての啓発事業を展開してまいりたい

と考えております。 

また、現行の収集体制、あるいは今後の清掃員の退職状況を踏まえまして、新年度よ

り、これまでの可燃ごみ、ビン類や缶類などの資源物、生ごみの収集に加え、新たに

「枝葉・刈草」及び「その他プラスチック類」の収集業務を委託することとし、それぞ

れ２３８万８千円の委託料を計上いたしたところでございます。 

最後に８８ページから８９ページ、第３目 し尿処理費でございます。 

新年度は、１億６，２１５万円を計上しており、前年度と比較して、３，９９６万２

千円、３２．７％の増となっております。 

し尿処理施設の鳩水園での汚泥乾燥焼却施設の老朽化が著しいことから、環境負荷低
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減等に向けた処理方法への転換を図ることとし、民間業者での資源化処理に移行するた

めの設備改修を行うことが主な増加の要因でございます。 

そのほか、鳩水園の設備補修等を計画的に進め、適切な維持管理・運営を行うととも

に、周辺地域への環境整備に努めてまいります。 

以上で､第４款 衛生費のうち、生活環境部の所管に係ります予算の説明といたしま

す｡ 

よろしくご審議いただきますようお願い申し上げます｡ 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、第４款 衛生費について、質疑をお受けいたし

ます。 

奥村委員。 

○奥村委員 予算の概要５９ページ、資源物のリサイクルのところです。 

斑鳩町の場合、リサイクルがすごく進んでてすごいなあということで各自治体からの

おほめいただいてるということなんですけども、この使用済み小型家電の回収状況は今、

どうなっているかということとその推移ですね、どういうものが家電として多いのかを

教えていただきたいと思います。 

○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 まず、小型家電の回収状況でございます。平成２８年度で申し上げ

ますと全体で小型家電の回収が２万３，４４０キロであります。そのうち商業施設２カ

所、公共施設５カ所で設置しておりますボックスでの回収につきましては１，５５０キ

ロであります。 

そして、住民の方々は不燃ごみとして小型家電を排出されて、不燃ごみ回収した後、

コンテナに積み込む前に職員によりましてピックアップ作業をして、小型家電を抜き取

っております。その量が２万１，８９０キログラムとなっているところであります。 

そして、小型家電、商品数で言いますと１１０を超える商品が対象となっております。

一番レアメタルが入っているといわれている携帯電話から目覚まし時計まであらゆるも

のが小型家電として排出されているところであります。 

量にいたしましては、一番最も出されているのはやはり日用的によく使われている家

電製品がもっともよく排出されているところであります。 

なお、当町、こちらは全て処理業者に売却をしているところで、ちなみに平成２８年

度では１１万７，２００円の売却益があったところであります。 

○木澤委員長 坂口委員。 
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○坂口委員 予算の概要の同じく５９ページのリユースステーションの整備というのがあ

るんですけど、これはどういった設備なのかちょっとお聞きします。 

○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 リユースステーションの整備とはどのような事業かというご質問で

ございます。現在、年６回程度でありますけども、まだまだ使える陶磁器やガラス製品

を定期的に展示して、必要とする方に持って帰っていただく事業をしております。「く

りかえし使ってくれてありがとうき市」という事業ですけども、そういった陶器やガラ

ス製品以外にも粗大ごみ、あるいは不燃ごみの中にはまだまだ使えるような家具や日用

雑貨が排出されております。そういったものを定期的に展示をし、必要とする方に持っ

て帰っていただくリユースステーションを衛生処理場内で設置をしたいというふうに計

画をしているところであります。 

○木澤委員長 坂口委員。 

○坂口委員 それは常設でされるのか、それともありがとうき市みたいにそういう不定期

でされるのか、その辺はどちらでしょうか。 

○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 いずれは住民の方に持ち寄っていただいて展示する常設展示を計画

しておりますけども、初年度につきましては年に４回程度、季節ごとに開催をしたいと

いうふうに考えているところであります。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

平川委員。 

○平川委員 今の年４回というのは、それは陶器だけが対象なんでしょうか。ほか、どん

なものを予定をされているのですか。 

○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 陶器につきましては、もう平成２６年頃からやっておりまして、町

のイベントで実施をしてもう定着をしております。 

それとは別にですね、陶器、ガラス製品以外の例えば、住民の方が粗大ごみとして出

された家具であるとか椅子、テーブル、そういったものでまだ使えるものを年４回程度

ですね、展示をして必要な方に持って帰っていただく事業をしようというふうに考えて

いるところでございます。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 あと、何か平群町の環境のイベントのときに、衣類、例えば、子供服なんか
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を集めて、会場で必要としている人に頒布するようなことをされてるそうなんですけれ

ども、ほぼほぼ集まったものは全部、もらってくれて残ることはほぼないとおっしゃっ

てたんですけれども、そういうことについては検討というのはいかがでしょうか。 

○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 昨年５月にゼロ・ウェイストフェスティバルとして中央体育館でイ

ベントを開催させていただきました。そのときに大リユース市ということで衣類である

とか日用雑貨、そんなものを二千数百点展示をさせていただいて、持って帰っていただ

いたという事業をしております。 

このリユースステーションでは、そういった衣類もですね、後々には展示をして持っ

て帰っていただけるようにしたいと考えております。 

○木澤委員長 課長、すみません、斑鳩町はこれまで資源化できるものについては無料で

袋なんかをお渡ししてますけども、例えば、不燃とか粗大ごみで出されたそういう認識

で出されたものについてはいいですけども、これはだからリユースできるんじゃないか

といって持ち込まれたものについては、どういう扱いになるんですか。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 新年度につきましては、皆さん、ごみとして出されたもので、職員

がまだこれは使えると判断したものを展示しようと考えております。 

後々にはですね、住民の方が判断をいただいて、これはまだ使えるものだということ

で、そのリユースステーションに持ってきていただいて自分で展示をしていただくとい

うようなことができないかと、そういう仕組みづくりも合わせて検討しようというふう

に考えております。 

○木澤委員長 ほか、ございませんか。 

小林委員。 

○小林委員 塵芥処理費の関係で合特法に関する追加資料、監査委員さんが請求していた

だいたのとちょっと関連して聞きますと、最高裁の判決を受けてるので、２年前ですか

ね、受けてますんで特段、言うことはないんですけれども、その中の関係資料の中でで

しうね、「一般廃棄物処理業等の処理業者の業務の安定の保持としてし尿等の適正な処

理の確保を図るためには下水道の整備により、一般廃棄物処理業者が受ける影響につい

て関係者にあらかじめ周知を図り、し尿等の処理を生業として行う者の自助努力を含め

た対応を求めることも必要である」というふうに、この文章の中のこの文言から行くと、

自助努力を含めた対応というのはどういう意味になるんですかね。 
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○木澤委員長 暫時、休憩します。 

（ 午後１時２２分 休憩 ） 

（ 午後１時２３分 再開 ） 

○木澤委員長 再開いたします。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 自助努力というのは、自分で新しい事業等を展開をして、自分でそ

の経営を成り立っていくように努力するということだと思います。 

○木澤委員長 小林委員。 

○小林委員 ありがとうございます。 

予算書の８７ページに新たに剪定枝葉とかですね、その他プラスチック類の方も委託

されるということですけれど、この金額で行くと大体、汲み取りの１回の手数料とかそ

ういう回数から例えにくいかもしれませんけれども、どれくらいの件数を補償するよう

な金額になるんですかね。 

○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 清水環境開発とは平成１８年に合特法の趣旨に基づく代替業務の要

望がございまして、町のほうで検討して平成２０年から代替業務としてごみ収集の一部

を委託をしてきているところであります。そういったことで２年に１回ずつ覚書を締結

をして、清水環境開発の経営状況を確認をしております。 

今回、対象となります清水環境開発の経営状況は平成２７年度から２８年度の２カ年

であります。その間ですね、公共下水道の接続による浄化槽の清掃、点検等の解除件数

は累積損失額で約１，４７０万円となっているところであります。 

○木澤委員長 すみません、委員さんから関連して質問も出てますので、この資料のちょ

っと説明をしてもらっていいですか。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 それでは、資料５でございます。下水道の整備等に伴う一般廃棄物

処理業等の合理化に関する特別措置法です。いわゆる通称合特法というふうに呼んでお

りますけれども、こちらは昭和５０年に議員立法により制定された法律で、目的は下水

道の整備により、その経営の基礎となる諸条件に著しい変化が生じることになる一般廃

棄物処理業等、これは一般廃棄物処理業ですけど、し尿収集運搬浄化槽清掃業のことを

指しております。一般のごみの収集運搬業は、これは除外をされております。 

その受ける著しい影響を緩和し、合わせて経営の近代化及び規模の適正化を図る計画
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を策定し、その業務の安定の保持を図ることを目的とされております。 

言いかえますと、公共下水道の整備により、し尿浄化槽汚泥収集運搬業者が事業の廃

止あるいは事業の転換等を行う場合、不要となりますバキューム車等の設備や機材はほ

かの業務に転用することは極めて困難であり、しかもし尿浄化槽汚泥の収集運搬の適正

な実施を確保するためには、下水道の終末処理場による転換が完了する直前まで業務を

縮小しつつも継続して行っていかなければならないことから、そうした事情を踏まえ市

町村が合理化計画を定めて合理化事業を実施することにより、し尿等の収集運搬の業務

の安定化を保持させるための法律ということになります。 

具体的な合理化の内容は、事業継続のための金銭的物的支援、規模縮小や転業、廃業

による補償金の交付、職業訓練の実施や就職のあっせんなどを計画で定めるものであり

ます。 

なお、当町は、合特法に基づく合理化計画は策定しておらず、その精神に基づきし尿

等の収集運搬業を継続していくことを条件に、代替業務を提供しているところでありま

す。 

以上です。 

○木澤委員長 それでは委員さん、改めまして、質疑があればお受けいたします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 ございませんか。 

そしたらすみません、もう一点、資料４のほうも請求させていただいたんですけれど

も、新年度から新たに収集について、民間委託をされるということで、一覧表にしてい

ただいてますけども、これも簡単に体制の変更と、あと金額的なものについても説明い

ただけますでしょうか。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 委託収集を増加させる理由であります。 

平成２８年度末に町の清掃員３名が退職をいたしましたが、業務内容は据え置きのま

ま欠員の補充は１名のみでございます。このことから、必然的に１人収集というのを黙

認せざるを得ない状況でありまして、複数の清掃員からはプレッシャーがきついという

改善を求める声も直接、上がってきているところであります。 

また、今年度、平成２９年度末においても、臨時職員１名が就職のため退職の申し出

がございました。このままでは平成３０年度では通常よりも清掃員は３名の減という状

況になるところであります。 
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一方、代替業務を提供している清水環境開発からは公共下水道の接続により浄化槽汚

泥の件数が減尐していることから新たな収集業務提供の要望もあり、平成３０年度にお

きまして、新たに月曜日と火曜日に収集しております枝葉草類、木曜日、金曜日に収集

しておりますその他プラスチックの収集を新たに委託するものでございます。 

その費用の考え方でございますけれども、枝葉草類、その他プラスチックともに月曜、

火曜、木曜、金曜と分かれてはおりますけれども、同じコースを収集するということで

ともに２３８万８，０００円の委託料というふうにしているところであります。 

○木澤委員長 平成２８年度末からすると３名退職されて、今、収集員の方は直営として

はもういらっしゃらないということになるんですか。収集員の方がもともと平成２８年

度末で３名退職されて、その後、２９年度で１名採用されてましたけれども、その方も、

もう就職に当たって退職の願いがあるということなので、３名減になって、今、収集員

の直営、採用されてる方というのはもういらっしゃらなくなるということなんですか。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 収集員、退職をいたしましても補充は正規職員の補充はしておりま

せん。臨時職員で対応してきたというところであります。 

○木澤委員長 そうしますと、ここに平成３０年度も直営でというふうに残っている部分

は斑鳩町が採用されている方で対応されるということですか。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 平成３０年度の体制でありますけども、収集員１０名の体制で収集

をさせていただきます。 

収集につきましては、不燃ごみと安心サポートごみ収集の収集なんですけども、それ

以外に先ほど説明もいたしましたピックアップ作業の充実も考えておりますので、平成

３０年につきましては職員１０名で収集をしていくということです。 

○木澤委員長 あと、ビン・缶類とペットボトルについては、一部委託だったのが委託と

いうふうに変わってますけど、これはどういう内容の変化ですか。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 これまで４コース中、２コース半分を委託をしておりましたけども、

清水環境開発のほうも収集に随分なれておりますので、時間短縮がはかれておりますの

で、平成３０年度につきましては、もう全て、全部、収集に回ってもらうというところ

であります。 

○木澤委員長 新たに委託する部分も含めて、これまでだから町が直接、採用されていた
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方の人件費も合わせての比較で言うと、委託するとどういうふうになるんでしょうかね。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 こちらの資料４にも添付をさせていただいております。 

平成２９年度で収集員の人件費は６，３６７万円、委託が３，０４８万６，０００円

でございましたが、平成３０年度につきましては委託が３，８８８万円、町の収集員の

人件費が５，６８６万３，０００円となります。以上です。 

○木澤委員長 これ、合計で見ると委託するほうが金額が高くなりますけども、そういう

理解でいいんですか。 

栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 仮にですね、今の収集体制を維持しようとした場合、尐なくとも３

名の職員を採用しなければならない。これをですね、仮に臨時職員で採用しても七百数

十万円の費用がかかりますので、委託をするほうが安価で済むということでございます。 

○木澤委員長 はい、わかりました。 

そうしましたら、ほかに質疑はございませんか。 

平川委員。 

○平川委員 ８７ページの伊賀市環境保全の負担金なんですけれども、これは過去から今

まで、なんかこう金額が見直されたということはあるのかどうかということと、今、い

ろいろ課題になってる中で、今後、金額が変わっていくという可能性はあるのかどうか

お聞きします。 

○木澤委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 伊賀市環境保全負担金条例は平成１６年に制定をされております。

そのときから１トン搬入につき１，０００円というのは変わっておりません。 

一方、今後、値上げがあるのかどうかという価格が変わるのかどうかということです

けども、伊賀市の一般廃棄物搬入審査会のほうではそういった議論も出ているやに聞い

ておりますので、近い将来、あるかもしれません。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、第４款 衛生費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第６款 商工費について、説明を求めます。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 第６款 商工費のうち、生活環境部が所管いたします予算の概要に
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つきまして、説明申し上げます。 

予算書の９５ページをお開きいただきたいと思います。 

第６款 商工費、第１項 商工費、第１目 商工総務費でございます。 

消費生活相談につきましては引き続き実施するとともに、新年度におきまして、悪質

な訪問販売対策といたしまして、「訪問販売お断りシール」を作成し、高齢者世帯に配

布する予定でございます。 

これにつきましては９６ページの印刷製本費の中に含まれているものでございます。 

以上で、第６款 商工費のうち、生活環境部の所管に係ります予算の説明といたしま

す｡どうぞ、よろしくご審議いただきますようお願い申し上げます｡ 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、第６款 商工費について、質疑をお受けいたし

ます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 これをもって、第６款 商工費に対する質疑を終結いたします。 

続きまして、議案第２４号 平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計予算につ

いての審査を行います。 

理事者の説明を求めます。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 それでは、議案第２４号 平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特

別会計予算につきまして、説明をいたします。 

まず、議案書を朗読いたします。 

議案第２４号  

平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計予算について 

標記について、地方自治法第２１１条第１項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の議決を求めます。 

平成３０年３月２日 提出 

斑鳩町長 中西 和夫 

それでは失礼して、座って説明させていただきます。 

それでは、特別会計予算書の１ページをお開きいただきたいと思います。 

１ページの予算総則を朗読いたします。 

平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計予算 

平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
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（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，１９８，３００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

１００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

（２）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る

予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流

用 

平成３０年３月２日提出 

斑鳩町長 中西 和夫 

初めに、本特別会計の予算総額でございますが、歳入、歳出それぞれ３１億９，８３

０万円となっております。前年度と比較して、４億８，９４０万円、１３．３％の減と

なっております。 

それでは、予算に関する説明書によりまして、予算の内容をご説明申しあげます。 

予算書の７ぺージをお開きいただきたいと思います。 

初めに、歳入予算につきまして、説明を申しあげます。 

第１款 国民健康保険税、第１項 国民健康保険税であります。新年度は、６億４２

１万１，０００円を計上いたしております。前年度と比較して、１，８０３万８，００

０円、２．９％の減となっております。主に被保険者の減尐に伴い、国民健康保険税も

減尐していくものと考えているところでございます。 

予算の内訳は、第１目 一般被保険者国民健康保険税で５億９，３０５万８，０００

円、第２目 退職被保険者等国民健康保険税で１，１１５万３，０００円となっており

ます。 

次に、８ページ、第２款 県支出金でございます。 
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まず、第１項 保険給付費等交付金、第１目 保険給付費等交付金でございます。新

年度で新たに設ける費目であり、２３億２，３０９万円を計上いたしております。 

第１節 保険給付費等普通交付金は、本町の療養諸費や高額療養費など保険給付に充

てる財源であり、これに２２億９，９０２万４，０００円を、また第２節 保険給付費

等特別交付金は、医療費通知や第三者求償事務などに対する保険者努力支援制度交付金

や特別調整交付金、また特定健康診査の負担金などで、２，４０６万６，０００円を計

上いたしたものでございます。 

次に第２項 財政安定化基金支出金であります。市町村の国民健康保険財政に赤字が

生じた場合や、災害等やむを得ない理由により収入が減尐した場合、県において造成さ

れる同基金から資金の貸し付け又は交付を受けることができるものでございます。新年

度の当初予算では赤字が生じることがないことから、費目の設定として名目の予算を計

上いたしたものでございます。 

なお、県負担金、及び、９ページの県補助金につきましては廃目でございます。 

次に、９ページの第３款 財産収入、第１項 財産運用収入でございます。第１目 

利子及び配当金で、町の財政調整基金に係ります利子１，０００円を計上いたしており

ます。 

次に、９ページから１０ページの第４款 繰入金でございます。第１項 他会計繰入

金で、第１目 一般会計繰入金では、新年度は、２億６，３８６万８，０００円を計上

しておりまして、前年度と比較をいたしまして、２６９万４，０００円、１．０％の増

となっております。保険基盤安定繰入金や職員給与費等繰入金、財政安定化支援事業繰

入金など、節で申しますと第１節から第４節にあたりますが、法定繰入金として、２億

４，９１３万１，０００円、また５節になりますけども、平成２６年度分に係る介護納

付金の赤字補填といたしまして、その他一般会計繰入金で１，４７３万７，０００円を

計上したものでございます。 

次に、１０ページの第５款 繰越金、第１項 繰越金でございます。第１目 繰越金

で、前年度と同額の１，０００円を計上いたしております。 

次に、１０ページから１１ページにかけての第６款 諸収入でございます。 

まず、１０ページの第１項 延滞金加算金及び過料でございます。第１目 延滞金で、

６０万円を計上しております。 

次に、１０ページから１１ページにかけての第２項 雑入では、新年度は、前年度並

みの６３８万８，０００円を計上いたしております。 
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予算の内訳は、第１目 一般被保険者第三者納付金で６００万円、第２目 退職被保

険者等第三者納付金で２０万円、第３目 一般被保険者返納金で５万円、第４目 退職

被保険者等返納金で３万円、第５目 納付金で６，０００円、第６目 雑入で１０万２，

０００円となっております 

第３項の療養費等指定公費返還金では、第１目 療費等指定公費返還金で、新年度は、

１４万円を計上いたしております。前年度と比較して、９万円、３９．１％の減となっ

ております。この返還金は、７０歳以上の被保険者の８割支給の療養費であって、一旦

９割支給を行った事例につきまして、公費が負担すべき１割分を国から返還を受けると

いうものでございます。なお、平成２６年４月以降に７０歳に達する被保険者からは、

法定の一部負担金をご負担いただいているところでございます。 

なお、これまで款で設定をいたしておりました国庫支出金、療養給付費等交付金、前

期高齢者交付金、共同事業交付金は、廃目となっております。 

続きまして、歳出予算につきまして、説明を申しあげます。 

１４ページをお開きください。 

初めに、第１款 総務費でございます。 

まず、第１項 総務管理費、第１目 一般管理費では、新年度は、２，９４０万２，

０００円を計上いたしております。前年度と比較して、９７２万５，０００円、２４．

９％の減となっております。国民健康保険事業に携わる職員の人件費及び被保険者証の

発行や資格管理などに係る事務経費であります。前年度、平成２９年度は、県単位化に

伴う国保システムの改修があったことから、新年度は、前年度より予算額が減尐してい

るというものでございます。 

次に、１５ページの第２目 国民健康保険団体連合会負担金であります。これは、国

民健康保険団体連合会の運営に対する負担金であり、これまで一般管理費の中で計上し

ていたものを目立てしてものでございまして、新年度、１５４万１，０００円を計上い

たしたものでございます。 

次に、第３目 共同事業負担金であります。新たに設置されます（仮称）でございま

すが国保支援センターで行う国民健康保険事業の共同化に対する負担金でありまして、

４２５万４，０００円を計上いたしました。 

次に、第２項 徴税費、第１目 賦課徴収費でございます。 

新年度は１，３０７万８，０００円を計上しており、前年度と比較して、１９万４，

０００円、１．５％の増となっております。国民健康保険税の賦課徴収に携わる職員の
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人件費及び賦課計算業務委託など電算委託料などの費用でございます。 

次に、１６ページでございます。第３項 運営協議会費、第１目 運営協議会費でご

ざいます。前年度と同額の２２万５，０００円を計上いたしております。国民健康保険

運営協議会の開催に係ります委員の報酬でございます。 

次に、１７ページの趣旨普及費は、総務費に移行したため、廃目といたしております。 

続きまして、第２款 保険給付費でございます。 

初めに、第１項 療養諸費では、新年度は、２０億２，４６９万５，０００円を計上

しておりまして、前年度と比較して、４８７万１，０００円、０．２％の増となってお

ります。 

予算の内訳は、第１目の一般被保険者療養給付費が１９億６，４１８万５，０００円、

第２目 退職被保険者等療養給付費が３，０４３万１，０００円、第３目 一般被保険

者療養費が２，２７８万７，０００円、第４目 退職被保険者等療養費が４３万９，０

００円、第５目の審査支払手数料は６８５万３，０００円を計上いたしております。 

次に、１８ページの第２項 高額療養費でございます。新年度は、２億７，４８０万

２，０００円を計上しており、前年度と比較して、１，３７８万６，０００円、５．

３％の増となっております。 

予算の内訳は、第１目 一般被保険者高額療養費で２億６，８８７万２，０００円、

第２目 退職被保険者等高額療養費で５７２万９，０００円、第３目 一般被保険者高

額介護合算療養費で２０万円、第４目 退職被保険者等高額介護合算療養費で１，００

０円となっております。 

次に、第３項の移送費でございます。新年度は、前年度と同額の１０万円を計上して

おります。予算の内訳は、第１目 一般被保険者移送費、第２目の退職被保険者等移送

費ともに５万円でございます。 

次に、１９ページの第４項 出産育児諸費であります。前年度と同額の１，２６０万

７，０００円を計上いたしております。内訳は、第１目 出産育児一時金で１，２６０

万円、第２目の支払手数料で７，０００円でございます。 

次に、第５項 葬祭諸費でございます。第１目の葬祭費では、新年度は、１５０万円

を計上いたしております。前年度と比較して、５０万円、５０％の増となっております。

県単位化に伴い、保険給付水準を県内で統一するため、葬祭費を２万円から３万円に引

き上げるものでございまして、これにつきましては条例改正案を本議会に上程をいたし

ているところでございます。 
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次に、第３款 国民健康保険事業費納付金であります。新年度で新たに設ける費目で

ございます。県が保険給付に要する費用を全額負担するため、その財源として各市町村

が県に納付するものでございます。 

まず、第１項 医療費給付費分につきましては、５億４，１２８万１，０００円でご

ざいます。内訳は、一般被保険者医療給付費分で５億３，４８０万９，０００円、退職

被保険者等医療給付費分で６４７万２，０００円でございます。 

２０ページでございます。第２項の後期高齢者支援金等分は、１億６，６２７万６，

０００円でございます。内訳は、一般被保険者後期高齢者支援金等分で１億６，４１７

万３，０００円、退職被保険者等後期高齢者支援金等分で２１０万３，０００円を計上

いたしております。 

次に、第３項の介護納付金分でございます。第１目介護納付金分で６，７３６万７，

０００円を計上したものでございます。 

続いて２１ページでございます。第４款 共同事業拠出金であります。第１項の共同

事業拠出金でありますが、第１目 共同事業拠出金で、１，０００円を計上いたしてお

ります。 

これは、退職被保険者等医療の資格確認用に、年金受給者の一覧を国保連合会に作成

してもらうための拠出金でございます。 

なお、高額医療費共同事業拠出金、保険財政共同安定化事業拠出金につきましては、

廃目でございます。 

次に、第５款 財政安定化基金拠出金であります。 

県において造成される同基金につきましては、市町村がその一部を負担することとな

っております。新年度は、県の予算のみで造成されることが予定されていることから、

費目の設定といたしまして名目の予算を計上したものでございます。 

次に、２２ページ、第６款 保健事業費でございます。 

第１項 保健事業費では、３６０万円を計上しておりまして、前年度と比較して６８

万５，０００円、１６．０％の減でございます。 

その内訳でございますが、第１目 人間ドック健診受診費用助成費で２４０万円、第

２目 医療費適正化対策費で１２０万円でございます。なお、医療費通知費につきまし

ては、総務費へ移行したことから、廃目でございます。 

次に、第２項 特定健康診査等事業費、第１目の特定健康診査等事業費では、新年度

は、２，４５０万８，０００円を計上しておりまして、前年度と比較して、２８４万８，



 - 69 - 

０００円、１０．４％の減となっております。 

新年度では、特定健康診査対象者を５，０４５人と見込み、受診率４０％として、診

査委託料１，９７７万４，０００円を計上いたしまして、その他特定健診の結果説明や

保健指導業務の委託料などを計上いたしたものでございます。 

次に、２３ページ、第７款 公債費でございます。 

第１項 一般公債費でありますが、第１目の利子で、前年度と同額の１０万円を計上

いたしております。 

第２項の財政安定化基金償還金でございますが、県において造成される同基金から貸

し付けを受けたのちに、その資金を返還するためのものでございます。新年度で償還す

ることはありませんけれども、費目の設定として名目の予算を計上したものでございま

す。 

次に、第８款 諸支出金の第１項 償還金及び還付加算金でございます。２８２万１，

０００円を計上しておりまして、前年度と比較しますと、４６万円、１９．５％の増で

ございます。 

その内訳は、第１目 一般被保険者保険税還付金で２７１万円、第２目 退職被保険

者等保険税還付金で１１万円、第３目 県支出金等に係ります償還金で１，０００円と

なっております。 

次に２４ページの第２項 療養費等指定公費立替金の第１目 療養費等指定公費立替

金であります。新年度は、１４万円を計上しておりまして、前年度と比較して、９万円、

３９.１％の減でございます。歳入予算でもご説明申しあげましたように、療養費等指

定公費返還金に対する費用として、保険者が負担している８割給付と９割給付の差額分

を、通常の療養費科目と区別するために設けているものでございます。 

最後に、第９款 予備費についてでございますが、３，０００万円を計上いたしてお

ります。なお、後期高齢者支援金等、前期高齢者納付金等、老人保健拠出金、介護納付

金は廃目となっております。 

以上で、議案第２４号 平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計予算の説明と

させていただきます。よろしくご審議を賜りまして、原案どおりご可決賜りますよう、

よろしくお願い申しあげます。 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、国民健康保険事業特別会計について、質疑をお

受けいたします。 

平川委員。 
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○平川委員 厚生の委員会で制度の変更、県の単一化についての説明はしていただいたん

ですけれども、そのとき一応、試算という形で金額がどう変わっていくのかということ

はお伺いしたんですけれども、具体的に県のほうから金額を算出をされた後の金額とい

うのは、次の厚生の委員会では示していただけるのかなあというふうに思うんですけれ

ども、ただその前に、この特別会計を審議するということになりますので、そのあたり

もう一度、確認させていただけますでしょうか。 

○木澤委員長 植村生活環境部長。  

○植村生活環境部長 特に県からの納付金や標準保険料につきましては、なかなか情報が

出てきませんでした。 

昨年の１２月に仮算定ということで数字が出てきました。これに基づいて、今回の予

算が計上いたしております。 

というのも、全国的に予算が年内くらいには固めていかなければならないということ

で、厚生労働省のほうからも、その仮算定を使って予算を要求してもらいたいという指

示といいますかそういうようなお話がございました。 

その後、仮算定をもとに私どもも国民健康保険運営協議会に諮る資料なども調整をし

ていたんですが、１２月末に県の担当者と協議する中で、必ず１月中には本算定を出し

ますというお話をいただいたものですので、やはり予算よりももっと保険税の設定につ

いては厳格にやっていかなければならないというふうに考えまして、１月の下旪だった

と思いますが、本算定を出るのを待って保険税の考え方を国民健康保険運営協議会に示

させてもらったものです。 

その本算定の情報で国保運協のほうでご審議をいただきまして答申をいただいたのが、

この前の２月１５、答申が１５日に出てまして、翌日の２月１６日の厚生常任委員会で

報告をさせていただいたということですので、あの２月１６日に委員会で報告させてい

ただいた数字は本算定の数値ということでご理解いただきたいと思います。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 わかりました。ということは、２月のその委員会の金額が今回の予算に反映

されているというふうに。違うんですか。 

○木澤委員長 植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 すみません、予算は仮算定です。 

だから予算と国保税条例の改正の金額とは一致してないのはちょっと申しわけないん

ですけれども、予算は仮算定、保険税の改正は本算定で行ったということです。 
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○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 理解しました。それと、前回の委員会でもご説明いただいたんですけれども、

その資産割が廃止されて所得割に統一されるということで、金額が変わらない人もあれ

ば大きく上がる人もいるということで、新年度からそういう町税業務を徴収業務をして

いく中で、「何でこんなに上がったんや」というふうな多分、住民の方からの問い合わ

せとかもすごくあると思うんですけれども、そのあたりなどの周知方法とかは何かして

いかなきゃいけないんじゃないかなと思うんですけれども、どういうふうにお考えでし

ょうか。 

○木澤委員長 植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 もちろん今回の件にかかわらず保険税が変わるということは被保険

者の方にとってとても大切なことです。 

ただ、なんて言うんですか、正式に「保険税が変わります」というのは当然、条例改

正後でないと言うことができませんので、条例改正になれば、改正を認めていただけれ

ば、広報誌というのはどうしてもちょっと遅くなるんですけれども、ホームページなど

でお知らせをさせていただきたいと思いますし、資産割がなくなるであろうというか、

資産割がなくなっていくという考えで進んでいるということにつきましては、既に広報

誌などでも被保険者の方にお知らせさせていただきます。 

ただ、それが自分に当てはまるのかどうかというのは、実際には７月の税額決定通知

を出さないと、ご本人はお気づきにならないというふうに思います。そうなったときに、

当然、上がる人はかなりの金額が上がる人がおりますので、そういう方からの当然、問

い合わせというのは多数、来ると思いますので、一つ一つ計算の方法とか、なぜこうな

ったのかということについては丁寧に説明をしてまいりたいと思います。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 金額の決定の通知書は斑鳩町のほうから送られるんでしょうかね。 

もし町のほうから送るのであれば、やはりそのときに、制度の説明だったり何かこう

わかりやすく、広報だけでしてても本当に自分がその対象になるのかどうかわからない

と思いますので、それが届いた人が見てある程度、理解できるようなものを一緒にお送

りさせていただいたほうがいいのかなと思うんですけども。 

○木澤委員長 植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 国民健康保険税の賦課徴収につきましては、市町村の責任でござい

ますので、７月に私ども町のほうから各被保険者に「今年度の金額はこうなりました」
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というお知らせをさせていただきます。 

当然、「なぜそうなったか」ということについての説明については、きっちりと中に

チラシを入れさせていただきたいというふうに思います。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 丁寧に説明をしていただきたいと思います。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

奥村委員。 

○奥村委員 概要の５３ページの一番下のところに国保税徴収体制の強化というのがある

んですけども、この徴収体制を強化していくというのは、やはりあれですか、徴収する

人員をふやしていくという意味で理解したらよろしいんでしょうか。 

○木澤委員長 植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 概要の５３ページのこの金額につきましてはですね、現在、国保医

療課のほうで徴収嘱託員の採用を１人、臨時職員を採用いたしておりまして、基本的に

その賃金ということでございます。引き続き、例えば、なかなか電話とかで約束をとり

つけても納めには来ていただけないという方の自宅を訪問して徴収をしていただいたり、

あるいはみずから滞納者を整理していただく中で、保険料を納めていただく交渉とか計

画を立ててもらうというアドバイスなどもしていただいている職員でございまして、そ

れを引き続き、また雇っていきたいというふうに考えているところでございます。 

○木澤委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 そうしましたら、私のほうからも尐しお尋ねしたいんですけども、県単位

化に伴って予算書自体が大分、変わってきてますので、予算書の８ページのところです

ね、部長の説明の中でも触れていただいたんですけども、節の区分の２のところの保険

給付費等特別交付金というのが４項目あるんですけども、これちょっと性質、それぞれ

簡単にで構いませんので、説明してもらえますか。 

  植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 まず、保険者努力支援制度交付金というものでございますけれども、

県単位化に合わせまして、これから県が中心となって市町村の国民健康保険事業を共同

化してやっていこうということで、国保事務支援センターというものを国保連のほうで

設置して、国保連の職員と県の職員が出向というんですかね、そういう形で運営をして

もらうというところです。 
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その中で、どういう事業をやっていくかといいますと、収納対策に係る共同事業であ

りますとか、保険給付の適正化あるいは医療費適正化に係るそういう共同的な事業をす

るんです。 

その中で、まず、この保険者努力支援制度交付金の対象になりますのは重複服薬者の

対策事業、違う薬局で同じ薬をもらっておられる人に対する対策、あるいはジェネリッ

ク医薬品の普及事業、それから医療費通知の事業、さらに第三者行為の求償事務であり

ますとかその広報事業、さらに給付点検などでございます。努力者支援制度はそういう

ような事業でございます。 

さらに、その下の特別調整交付金につきましては、ちょっと重なるとこあるんですが、

ジェネリック医薬品の普及でありますとか第三者行為求償事務のほかに、医療機関適正

受診啓発事業でありますとか柔道整復の点検広報事業などに充てるような事業、これら

が国から交付金でおりてくるということであります。 

それから、県２号繰入金というのがですね、これは実は今回の県単位化に伴いまして、

例えば、保険税が今回、統合されてませんので、実を言いますと、簡単に言いますと保

険税の収納率が低いところがどちらかというと得をする仕組み。高いところが損をする

仕組み、得とか損とか、県単位化ですから余り言ってもいけないんですけれども、そう

いうような中身になってます。 

保険税と保険料の収納率が比較的高いとこがちょっと損になるというところに配慮し

てですね、県がこの繰入金を入れるということで、これは何に使うとかいうことではな

くて、今まで収納率が高かった分、苦労しただろうということでいただけるというお金

であります。 

本町におきましては、これが２９０万円ありますので、そのほとんどにつきましては、

人間ドック検診の費用に充てていきたいと。人間ドック検診が大体２４０万円ですので、

これの財源に充てていきたいというふうに考えております。 

最後、特定健診等負担金につきましては、これは特定健診を実際に出した費用の国の

基準の一部、４分の３を国と県から受け入れるんですけれども、国の分も間接補助とい

うことで県から４分の３を受けるということでございます。 

○木澤委員長 すみません、最初の２つですけども、これは県と国保連のほうから人を出

して国保支援センターをつくるのに、これは県から町に入ってる交付金になんですよね。

これはどういうふうに。 

植村生活環境部長。 
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○植村生活環境部長 その国保支援センターを設置するための費用として共同事業。 

１５ページでございますけれども、共同事業負担金として４２５万円があります。こ

れに対して充てる分で大体、半分以上、充てるということですので、一旦、市町村が拠

出して、それに対して県から補助金が出るということで、直接、県が県立で立てる、設

置するというものではないということです。 

○木澤委員長 今回、県単位化になって、そういう事務的な流れというんですかね、だか

ら、今まで国から入ってきた前期高齢者交付金なんかというのは直接、県に入っていっ

て、もう項目自体、廃止になってますけども。 

何て言うんですかね、そういうやっぱり手間のかかるような何か制度になってしまっ

てるのかなあと。 

今回、県単位化になって、町の担当課の事務量とかというのは縮小されるものなのか

どうなのか。どうなんですか。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 基本的にはそんなに変わりません。 

ただ、なんていうんですか、保険税を設定するときに、これまでは保険給付の動向、

斑鳩町内の保険給付がどういうふうになっていくのかという推移を見る中で、それに必

要な保険税を設定していたというところが、今後は県の納付金を払うための財源という

ことになりますから、その意味では私どもで保険給付のいわゆる分析というのを保険税

設定の中ではしなくてもいいということになりました。 

ただ、当然、保険事業も実施していくわけですから、斑鳩町の保険給付がふえてるの

か減ってるのかというのは当然、分析をしていかなければならないものですけれども、

形上はそういうことをしなくてもいいということになって、業務が減るというのは割と

そういう程度のものでございます。 

むしろ、これからはいろいろなことの共同事業をやっていく中では、本町がこれまで

行っていなかったような業務も全て県でみんなと同じようにやっていかなければならな

いということになります。これは本来、やっていかなければならないものです。 

例えば、先ほど言いました重複服薬の確認でありますとか、第三者行為のさらに追跡

していく調査というのがなかなかできなかったんですけれども、それは当然、皆さんと

一緒にやっていかなければならないということなので、そういう意味では本来やらなあ

かん事業やったんですけれども、現状に比べると業務というのはさらに複雑化といいま

すか、増えていくのではないかというふうに思っています。 
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ただ、今後、県単位化に伴ってはいろいろと県もアイデアも出してくれるでしょうし、

必ず私どもも共同事業などで市町村と県と話し合う場というのも持っていただくことに

なっておりますので、そういった中で、できる限り町の業務が合理化というかあまり負

担が大きくならないようなことは意見として言っていきたいし、聞いていただきたいと

いうふうに思っております。 

○木澤委員長 今、触れていただいたのに関連するのかどうかわからないですけど、予算

書の２２ページの医療費適正化対策費で１２０万円上げてますけども、これはどういう

中身なんでしょうか。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 これについては、これは今までもやってきた事業の科目替えといい

ますか医療費適正化対策費として目立てしたもので、保険証に貼る「ジェネリック医薬

品を希望します」というシールをつくったりとかいうような内容のものでございます。 

○木澤委員長 あとすみません、介護納付金の平成２６年度分の清算分の不足額ですね、

一般会計からその他繰り入れ、法定外繰り入れをしてきましたけども、これは今後、ど

ういうふうになっていくんでしょうか。予算書の９ページですね。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 これにつきましては、平成２７年度から３カ年の保険料を設定する

際に、その３カ年については３カ年で黒字を出そうというところで設定しまして、それ

までの平成２６年度の介護納付金分については赤字分を一般会計で埋めましょうという

ことでの、それの最後ということであります。 

今後、一般会計の投入につきましては、総括質疑の中でも若干言わせていただいたと

思いますけれども、当然、累積赤字を国保税だけで、例えば、平成３６年度以降であれ

ば国保税で返すということが不可能になってまいりますので、そのあたり今後の平成３

０年度以降の国保の財政を見る中と、それから町の財政を見る中で、どういうスパンで、

どういうような形で公費投入が可能なのかどうかということについて、考えてまいりた

いと思います。 

○木澤委員長 これも総括質疑でもお聞きしましたけども、今回の資産割を廃止して所得

割に振りかえるといった際に、先ほどもかなり値上がりする人がいるというふうに部長

がおっしゃってましたけども、そういう人の激変緩和として一般会計からの繰り入れと

いうのは考えておられないですか。 

植村生活環境部長。 
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○植村生活環境部長 現段階では考えておりません。 

○木澤委員長 私は、そこのところがやっぱり、今まででも国保税についてはもう高過ぎ

て払えないという声がある中で、さらに今回、そういう形で直接的な値上げという保険

税の値上げという形ではないんですけども、負担がふえるという方が出ることについて

もやはり負担能力の限界を超えるんじゃないかというふうに危惧しておりますので、そ

の点については、やはり町として対策をしてほしかなったなということで思ってますの

で、指摘をしておきたいと思います。 

それともう一点だけごめんなさい。資格証の問題ですね。 

これまで町の事業としてやっていく中では、斑鳩町として資格証は発行しないという

ことで対応をされてきましたけども、今後はどういうふうになっていくんでしょうか。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 平成３６年度に保険料率を県で統一化していこうということであれ

ば、保険料率だけではなくて保険税にかかわる環境というものを統一化されていくもの

だろうというふうに思っております。 

ただ、今年度の県単位化の話の中では、収納率の話題がかなり出ていました。先ほど、

言いましたように収納率が高い低いで損得を感じてしまうというような部分をどう修正

するかというところに話がメインとなっておりまして、それについては保険料方針など

のある程度の方向性が示されたところですが、それ以外のことについては実は話そのも

のが行われていないというような状況です。 

この資格証もそうですが、例えば、ある地区では障害者ということを理由にした保険

税の減免をされてるという市町村もあります。 

また、賦課限度額も私どもは政令どおりにしてますけれども、政令はあくまでも上限

を定めておりますので、それよりも尐ない金額で賦課限度額を設けている市町村も尐な

いですけれどもあります。それらもまとめる中で、それらもいろいろと包括しながら、

平成３６年度に向けて、恐らく統一していこうという話が今後、出るものと思っており

ますので、そういう中でですね、私どもの考えもまとめていかなければならないという

ふうに思っております。 

○木澤委員長 これ、仮に今後、資格証を例えば県が「発行しなさい」という方針を出し

たとして、実際に発行するのは町なのか県なのか、どちらになるんですか。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 町でございます。 
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○木澤委員長 今回、法改正の中で、国民健康保険については県単位化をしなさいという

ことについては、法律で明記をされていると思いますが、その部分に、それ以外の部分

でですね、いろいろ県も方針を出してますけども、法的根拠がどこにあるのかというと

ころでは、私はいろいろ町として裁量を持っているというふうに思うんです。 

そこでは、今後ですね、やっぱり斑鳩町の被保険者の皆さんを守るために、県の方針

に対してもですね、きちっとやっぱり斑鳩町としても考え方を県にも意見を言っていき

ながらですね、その町の裁量をきちっと認めてもらうというようなことが必要になって

くるというふうに思いますので、その点は町長はじめ担当のほうでもぜひ、頑張ってい

ただきたいと思いますので、この点は強く要望しておきます。 

ほかによろしいでしょうか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、国民健康保険事業特別会計に対する質疑を終結

いたします。 

続きまして、議案第２６号 平成３０年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計予算につい

ての審査を行います。 

理事者の説明を求めます。 

植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 それでは、議案第２６号 平成３０年度斑鳩町後期高齢者医療特別

会計予算につきまして、説明申し上げます。 

まず、議案書を朗読いたします。 

議案第２６号 

平成３０年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計予算について 

標記について、地方自治法第２１１条第１項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の議決を求めます。 

平成３０年３月２日 提出 

斑鳩町長 中西 和夫 

それでは失礼して、座って説明をさせていただきます。 

それでは、特別会計予算書の７７ページをお開きいただきたいと思います。 

７７ページの予算総則を朗読をいたします。 

平成３０年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計予算 

平成３０年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
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（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４３５，４００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

平成３０年３月２日提出 

斑鳩町長 中西 和夫 

まず初めに、本特別会計の予算概要でございますが、歳入歳出それぞれ４億３，５４

０万円となっております。前年度と比較して、２，４９０万円、６．１％の増となって

おります。 

それでは、予算に関する説明書によりまして、予算の内容をについて説明申しあげま

す。 

予算書の８３ページをお開きいただきたいと思います。初めに、歳入予算につきまし

て、説明申しあげます。 

まず、第１款 後期高齢者医療保険料、第１項 後期高齢者医療保険料でございます。

新年度は、３億４，９８４万７，０００円を計上いたしております。前年度と比較して、

１，６９３万７，０００円、５．１％の増となっております。 

その内訳は、第１目 特別徴収保険料で、１億９，９９０万４，０００円、第２目 

普通徴収保険料で１億４，９９４万３，０００円となっております。 

後期高齢者医療保険料は、おおむね２年ごとに財政の均衡が保たれるよう設定される

こととなっておりまして、新年度からは、新たな保険料率となることとなっております。 

保険料総額は、広域連合の見積もりによる額でありまして、収納方法の区分は、平成

２６年度から平成２８年度までの実績の３か年の平均の割合で、特別徴収を５７％、普

通徴収を４３％と勘案して計上いたしております。 

次に、第２款 使用料及び手数料、第１項 手数料でございます。第１目の督促手数

料といたしまして、保険料の督促事務に係る手数料として、前年度と同額の２万円を計

上いたしております。 

次に、第３款 寄附金、第１項 寄附金であります。第１目 寄附金で、寄附金があ

った場合の受け入れとして、前年度と同額の１，０００円を計上しております。 

８４ページでございます。 

第４款 繰入金、第１項 他会計繰入金でございます。第１目 一般会計繰入金で、

新年度は、８，４４６万８，０００円を計上しており、前年度と比較して、７９６万３，



 - 79 - 

０００円、１０．４％の増となっております。 

一般会計からの繰入金として、保険料の徴収や被保険者証の交付など、町が取り扱う

事務費繰入金が６３３万８，０００円、また、広域連合の運営に係る事務費負担金、低

所得者の保険料軽減に伴う保険基盤安定負担金などの後期高齢者医療広域連合納付金繰

入金で７，８１３万円を計上いたしております。 

第５款の繰越金、第１項 繰越金でございます。第１目 繰越金で、前年度と同額の

１，０００円を計上しております。 

８４ページから８５ページにかけての第６款 諸収入であります。 

第１項 延滞金、加算金及び過料では、前年度と同額の１万１，０００円を計上して

おります。内訳は、第１目 延滞金で１万円、第２目 過料で１，０００円となってお

ります。 

また８５ページでございますが、第２項 償還金及び還付加算金では、転入や死亡な

どにより、前年度までに納付された保険料に還付等が生じた場合、その相当額を広域連

合から受け入れるもので、前年度と同額の１０５万円を計上しております。 

その内訳は、第１目 保険料還付金で１００万円、第２目 還付加算金で５万円とな

っております。 

次に、第３項 雑入では、前年度と同額の２，０００円を計上しております。 

予算の内訳は、第１目 滞納処分費で１，０００円、第２目 雑入で１，０００円と

なっております。 

続きまして、歳出予算でございます。 

８６ページの第１款 総務費であります。 

第１項 総務管理費、第１目 一般管理費では、新年度は、１７３万円を計上してお

ります。前年度と比較して、２万８，０００円、１.６％の増となっております。被保

険者証の郵送など資格管理に係る事務費用でございます。 

次に、第２項 徴収費、第１目 徴収費では、新年度は、４３３万３，０００円を計

上しております。前年度と比較して、１１万８，０００円、２．８％の増となっており

ます。後期高齢者医療保険料の徴収管理に要する電算関係の費用や納付書の作成費や郵

送料などでございます。 

次に、８７ページの第２款 後期高齢者医療広域連合納付金、第１項 後期高齢者医

療広域連合納付金であります。 

第１目の後期高齢者医療広域連合納付金では、新年度は、４億２，７９８万７，００
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０円を計上しており、前年度と比較して、２，４７５万４，０００円、６．１％の増と

なっております。 

被保険者から納付される保険料相当額３億４，９８５万７，０００円と、一般会計か

らの繰り入れました広域連合の運営に係る事務費負担金１，５９２万３，０００円や、

保険基盤安定負担金６，２２０万７，０００円を広域連合に納付するものとなっており

ます。 

次に、第３款 諸支出金、第１項 償還金及び還付加算金でありますが、第１目 保

険料還付金及び還付加算金で、前年度と同額の１０５万円を計上いたしております。 

最後に、第４款 予備費でございますが、前年度と同額の３０万円を計上いたしてお

ります。 

以上で、議案第２６号 平成３０年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計予算の説明とい

たします。よろしくご審議を賜りまして、原案どおりご可決賜りますよう、よろしくお

願い申しあげます。 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、後期高齢者医療特別会計について、質疑をお受

けいたします。ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 そしたら私の方からお尋ねしたいと思うんですけども、今回保険料見直し

になりますけども、どういう形で示されているんでしょうか。 

  植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 今回の保険料につきましては、均等割額につきましては４５，２０

０円、現在の価格に比べまして４００円増ということでございます。それから所得割率

につきましては、新年度は８．８９％、現行との差は０．０３ポイント減でございます。 

○木澤委員長 そうすると、均等割では上がるけども、所得割では下がるということでい

うと、斑鳩町の住民さんへの影響っていうのはどういうふうに見たらいいんでしょうか。 

  植村生活環境部長。 

○植村生活環境部長 今回ですね、後期高齢者医療そのものの医療給付はやっぱり増えて

きております。高齢者の数も増えてきておりますので、高齢者の負担割合が実は変わっ

ております。今年度までは医療の給付に対して１０．９９％を保険料で賄うということ

が１１．１８％賄っていくとなるということになります。ですから医療の給付が引き上

がってさらに高齢者の負担率も上がっていくという中では、若干保険料の方は引きあが

っていくものというふうに、１人当たりの保険料は引きあがるものと考えております。 
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○木澤委員長 広域連合の方で決められるので、町はそれを言われたとおりやっていると

いうだけには過ぎないんですけども、やっぱりもともとのシステム自体ですね、保険料

となって引き上がってくるというのも含めてやっぱり問題のある制度ではないかなとい

うふうに思っているという点だけ申し上げておきます。 

  他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、後期高齢者医療特別会計に対する質疑を終結い

たします。 

以上で、生活環境部所管に係る予算審査を終わります。 

暫時休憩します。 

（午後 ２時３１分 休憩） 

（午後 ２時３２分 再開） 

○木澤委員長 それでは再開いたします。 

ここで、理事者入れ替えのため、１４時５５分まで休憩いたします。 

（午後 ２時３３分 休憩） 

（午後 ２時５５分 再開） 

○木澤委員長 それでは、再開いたします。 

それでは、教育委員会所管に係る予算審査を行います。 

初めに、第２款 総務費について、説明を求めます。 

藤原教育長。 

○藤原教育長 それでは、第２款 総務費のうち教育委員会事務局が所管いたします予算

の概要につきまして、ご説明をさせていただきます 

予算書の５１ページをお開きください。 

第２款 総務費 第１項 総務管理費 第１１目 青尐年対策費についてであります。 

本年度予算額は１７７万１千円で、前年度とほぼ同額を計上しております。 

 青尐年問題協議会の運営に係る経費として、委員報酬、巡回活動謝金、啓発物品購入

費の他、青尐年悩み事相談員の賃金などを計上しております。引き続き、青尐年問題協

議会を中心に、青尐年の健全育成に努めてまいります。 

  以上、簡単ではございますけれども、青尐年対策費にかかります予算の概要でござい

ますので、ご審議賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、第２款 総務費について、質疑をお受けいたし
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ます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、第２款 総務費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第３款 民生費について、説明を求めます。 

藤原教育長。 

○藤原教育長 それでは、第３款 民生費のうち、教育委員会事務局が所管いたします予

算の概要についてご説明をさせていただきます。 

予算書の７５ページをお開きください。 

第３款 民生費 第２項 児童福祉費 第４目 学童保育運営費についてでございま

す。本年度予算額は、３，７４１万６千円を計上しており、前年度と比較して、３１６

万３千円、９．２％の増となっております。 

この費目においては、放課後児童対策として、学童保育室の臨時職員の人件費のほか、

施設の維持管理に必要な費用等を計上しております。 

予算額が増となった主な理由は、賃金改定などによる臨時職員の賃金の増のほか、斑

鳩学童保育室非常通報装置の更新工事、斑鳩東学童保育室のトイレ改修工事によるもの

でございます。 

  以上、簡単でございますけども、学童保育運営費にかかります予算の概要でございま

すので、ご審議賜りますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

○木澤委員長 説明が終わりましたので、第３款 民生費について、質疑をお受けいたし

ます。 

平川委員。 

○平川委員 学童保育の関係なんですけれども、一般質問もさせていただいたんですけれ

ども、新年度から斑鳩幼稚園と西小学校の空き教室を活用するというところで、新たに

用意しなきゃいけない備品とか、そのために予算化されているものとか、そういうもの

はありますでしょうか。 

○木澤委員長 中原生涯学習課長。 

○中原生涯学習課長 平成３０年度から新たに利用いたします、斑鳩幼稚園の空き教室、

西小学校の空き教室についての備品のご質問でございますけれども、既存の教室の備え

付けの備品で運営ができる状態ですので、そちらの方活用させていただきまして、運営

の方していきたいと考えております。 

○木澤委員長 平川委員。 
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○平川委員 あと説明の時には、常に定員いっぱい、定員に達するほどの子どもさんがい

らっしゃるわけじゃないので、そのあたり臨機応変に対応していくということをおっし

ゃっていたと思うんですけども、例えば夏休みとか、長期期間の休みの時に、幼稚園だ

ったり小学校の空き教室で学童保育を実施するということがあるのかどうなのかという

ことと、もしあった場合その辺の学校施設の管理上の問題で、何か配慮しなきゃいけな

いところとかあるんでしょうか。 

○木澤委員長 中原生涯学習課長。 

○中原生涯学習課長 西の学童、斑鳩の学童、どちらもなんですけれども、基本的に運営

上その教室をどう活用していくのかっていうのは各学童の支援員さんをメインに検討し

ていきたいと思っております。ただ、現段階でですね、西の学童におきましては、児童

の数が、斑鳩はわずかなんですけども、西の方は多くなっておりますので、学年を低学

年と高学年を分けて放課後、最初から集めてもいいんじゃないかとか、その辺を検討し

ているところでございます。セキュリティ的なところなんですけども、両教室とも学校

のセコムとの関係が切り離されておりますので、セコム等はありませんので、学校通ら

ずして外から入れるかなと考えています。学校の職員さんが帰るまでにはその教室を出

まして本体の教室の方に戻って、一緒に合わせて保育の方実施できたらと思っておりま

すので、セキュリティ上学校に影響がでないのかなというふうには考えておるところで

ございます。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 その西小学校の方が低学年と高学年に分かれて、それぞれ教室を分けるとい

うことになると、小学校の空き教室が日常的に学童保育として利用されることになるの

かなと思うんですけども、冷暖房とかそのあたりの設備面ではいかがなんでしょうか。 

○木澤委員長 中原生涯学習課長。 

○中原生涯学習課長 西小学校につきましても、冷暖房の完備はされておりません。４月

から運営を実際いたしまして、どういった活用になってくるかいうところでですね、今

後、本体の方の学童には冷暖房ございますんで、その辺また検討していきたいと考えて

おります。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 ちょっと私、西の小学校のところの学童保育の中がどうなっているのかあま

り存じ上げてないんですけども、斑鳩小学校の場合だったらちょっとくつろげるスペー

スなんかもあったりして、学校の教室だけではなくて、やはり帰ってきたなってほっと
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できる様な空間だったり、そういうふうな、ちょっと上靴を脱いで遊べるような空間が

あったりとかしてるかなと思うので、小学校の空き教室を活用するのであれば、そうい

うところも考えてまた利用していただければなというふうに思っております。 

あと、もう１点、毎年指導員の方の人員を確保するのにすごく苦労されていると思う

んですけれども、新年度に向けては必要な確保はできているのかどうかっていうところ

と、あと、資格の持っておられる方と補助員、今年度から補助員も置けるっていうこと

になったと思うんですけれども、その辺の人数の割合っていうか、どういうふうになっ

ているのかお伺いしたいと思います。 

○木澤委員長 中原生涯学習課長。 

○中原生涯学習課長 平成３０年度の申し込み状況ですね、一般質問の方で通常保育の数

字を述べさせていただきましたけれども、春休みだけの児童もいますので、その合わせ

た人数にまず必要な支援数が必要になってきます。この場合個々に申しますと、斑鳩学

童で９名、西学童で５名、東学童で７名の計２１名が基準上必要な人数になります。現

在確保している支援員と補助員の合わせた数ですけれども、斑鳩学童で１４名、西学童

で９名、東学童で８名の計３１名となっております。補助員につきましては、斑鳩学童

におきましてはうち２名、西学童につきましては０名、東学童につきましてはうち１名

となっているところでございます。 

○木澤委員長 平川委員。 

○平川委員 なんとか新年度についてはじゃあ必要な人員は確保できたというふうに理解

させていただきます。毎年、すごくご苦労なさっていると思うんですけれども、そのあ

たり十分に考えてやっていただけているものと認識しております。 

○木澤委員長 他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 今、支援員さんの数言ってもらったんですけども、今年度と比較するとど

ういう形になるか教えてください。 

  中原生涯学習課長。 

○中原生涯学習課長 昨年度とまず今年度の当初のですね、児童の数なんですけれども、

昨年度の当初短期も含めた数が３９４名で、今年度が３８８名ということで、若干６名

ですけれども減となっているところでございます。支援員の数につきましては、すみま

せん、昨年当初の数字がですね、昨年よりも増えているのは確かなんですけれども、今

年度が３１名、昨年度はまだこの段階では２０人台後半であったと記憶しておるところ
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でございます。 

○木澤委員長 今すぐでなかったらまた後刻でかまいませんので、教えていただきたいの

と、あと賃金について改定されたと説明の中でおっしゃったと思うんですけど、それも

内容聞かせていただけますか。 

  中原生涯学習課長。 

○中原生涯学習課長 臨時職員さんの賃金につきましては、時給制なんですけれども、時

給単価が１，０７０円から１，１００円に上がったことによりまして賃金の額が変更と

なっております。 

○木澤委員長 それは補助員さんも同じような形なんですか。 

  中原生涯学習課長。 

○中原生涯学習課長 補助員さんにつきましては時給８５０円のところが８８０円という

ことで、同じく３０円ずつアップしてるところでございます。 

○木澤委員長 はい、わかりました。さきほど平川委員もおっしゃってましたけど、学童

の支援員さん体制が本当にカツカツの中で、町としてもなんとか体制の強化、充実をし

たいということでもって進めてきていただいていたところ、新年度では体制も強化して

いただいたということで理解をしておきたいと思います。 

  他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○木澤委員長 それでは、これをもって、第３款 民生費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第９款 教育費について、説明を求めます。 

藤原教育長。 

○藤原教育長 それでは、第９款 教育費につきましてご説明をさせていただきます。恐

れ入りますが、予算書の１３ページをお開き下さい。 

まず平成３０年度の教育費の予算額は、８億９，３０１万６千円を計上しており、前

年度と比較して、２億２，７３３万５千円、２０．３％の減となっております。 

予算額が減となりました主な理由は、史跡中宮寺跡の整備が完了したことによるもの

でございます。 

それでは、各項目により説明をさせていただきます。予算書の１１２ページをお願い

します。第１項 教育総務費、第１目 教育委員会費であります。本年度予算額は、１

４６万８千円を計上しております。 

教育委員会は、本町の教育、文化、スポーツの振興を図るため、教育機関の設置･管
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理及び、学校教育に関する指導、生涯学習・歴史文化、スポーツの振興等に関する事項

を所管しております。 

次に、第２目 事務局費でございます。本年度予算額は、７，５９６万１千円を計上

しております。前年度と比較して、７３０万３千円、１０．６％の増となっております。 

この費目においては、事務局職員の人件費、学校教育指導主事及び外国人英語指導助

手の配置のほか、教職員の健康管理、小中連携教育の充実などに係る費用を計上してお

ります。 

予算額が増となった主な理由は、職員の人件費の増額、外国人英語指導助手の増員等

によるものでございます。 

  新年度で取り組む主な事業につきましては、平成３２年度から本格実施が予定されて

いる小学校の英語の教科化等に向けて、現在、３小学校を担当する外国人英語指導助手

１名を２名に増員して配置していくこととしております。 

また、引き続き、小中連携教育を推進し、郷土の歴史文化を題材とした道徳教育や中

学生の英語によるコミュニケーション能力の育成、また、園児や小学生等においても、

幼尐の頃から異文化に慣れ親しむ英会話活動等に取り組んでまいります。 

次に、１１５ページ、第３目 私立学校振興費でございます。本年度予算額は、１，

４４９万８千円を計上しており、前年度と比較して、２万４千円、０．１％の増となっ

ております。 

引き続き、私立幼稚園就園奨励費補助金を交付し、保護者の経済的負担の軽減に努め

てまいります。 

次に、第４目 スクールカウンセラー事業費であります。 

本年度予算額は、４８万９千円を計上しており、前年度とほぼ同額を計上しておりま

す。 

引き続き、心の教室相談員を２校で１名配置し、友人関係や学業などで悩みを抱える

生徒の相談を受けることにより、その悩みやストレスなどの解消に努めてまいります。 

また、県費負担による臨床心理士の資格を持つスクールカウンセラーが引き続き配置

される予定でございます。 

  次に、第２項 小学校費について説明をいたします。 

まず、第１目 学校管理費であります。本年度予算額は、９，９２７万７千円を計上

しており、前年度と比較して、１，７８５万２千円、１５．３％の減となっております。 

この費目においては、学校用務員の配置、教職員の研修、学校施設の維持管理など、
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小学校の管理運営に必要となる費用を計上しております。 

予算額が減となった主な理由は、小学校空調設備整備の調査費で増額となったものの、

小学校渡り廊下等耐震補強工事の施工箇所数の減尐及び、東小学校下水道接続工事等が

完了したことにより減額となったものでございます。 

新年度で取り組む主な事業につきましては、小学校の空調の整備について、施工や導

入方法等、より効果的に、またより効率的な整備を行うための調査を行うこととしてお

り、その費用として１８０万円を計上しております。 

また、２ヵ年計画で進めております斑鳩小学校の渡り廊下等耐震補強工事について、

残る１箇所の補強工事を行うこととしており、その費用として３，２７０万円を計上す

るとともに、平成２８年度から３ヵ年計画で取り組んでおります小学校の和式便器の洋

式化に係る費用として６２５万円を計上しております。 

次に、１１７ページ、第２目 教育振興費であります。 

本年度予算額は、６，４０２万９千円を計上しており、前年度と比較して、７０８万

７千円、１２．４％の増となっております。 

この費目においては、学校教育の充実、特別支援教育の充実、特別活動の推進のほか、

情報教育の推進などに係る費用を計上しております。 

予算額が増となりました主な理由は、学校臨時講師の配置、要保護・準要保護児童学

用品費の援助で増額となったことなどによるものであります。 

まず、尐人数学級の編制につきましては、引き続き、国の基準を上回る、小学校第１

学年及び第２学年は３０人を基準とした学級編制を、第３学年から第６学年までは３５

人を基準とした学級編制を継続してまいります。 

また、特別支援教育について、よりきめ細かな対応を行うことから、特別支援臨時講

師について、平成２９年度は小学校３校で４名を配置しておりますが、新年度では２名

増員し合計６名を配置することとしております。また引き続き、小学校３校で１名の学

校図書司書を配置してまいります。その費用のうち、第７節 賃金で２，８２４万６千

円を計上しております。 

次に、１１８ページ、第３目 保健体育費でございます。 

本年度予算額は、６，９２２万８千円を計上しており、前年度と比較して、７６万１

千円、１．１％の減となっております。 

  この費目においては、学校医等への報償、給食備品の購入や給食施設の維持管理、給

食補助金の交付に係る費用を計上しております。 
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予算額が減となりました主な理由は、斑鳩小学校のプールサイド補修等を行うものの、

給食室スポットクーラーの設置の完了や給食関係の消耗品の執行見込みなどにより減額

となったものでございます。 

引き続き、本町独自の学校給食補助金の交付を行い、子育て支援及び食育の推進に努

めてまいります。 

  次に、１２０ページ、第３項 中学校費でございます。まず、第１目 学校管理費で

あります。 

本年度予算額は、４，１４８万９千円を計上しており、前年度と比較して、９０万９

千円、２．２％の増となっております。 

この費目においては、用務員の配置、教職員の研修、学校施設の維持管理など、中学

校の管理運営に必要となる費用を計上しております。 

また、予算額が増となった主な理由は、中学校音楽室エアコン設置工事の完了で減額

となったものの、斑鳩中学校の渡り廊下耐震補強工事、中学校の空調整備の調査業務の

実施等によるものでございます。 

 次に、１２１ページ、第２目 教育振興費でございます。 

本年度予算額は、５，８３８万５千円を計上しており、前年度と比較して、１，３２

８万６千円、２９．４％の増となっております。 

この費目においては、学校教育の充実、特別支援教育の充実、特別活動の推進のほか、

情報教育の推進などに係る費用を計上しております。 

また、予算額が増となりました主な理由は、コンピュータ室のパソコンのタブレット

型パソコンへの更新や電子黒板の増設、学校臨時講師の配置等によるものであります。 

新学習指導要領の実施を控え、ＩＣＴを活用し、生徒の興味・関心を引きだし、より

わかりやすい授業を展開していくこととしております。また、尐人数学級の編制につき

ましては、引き続き、全ての学年におきまして３５人を基準とした学級を編制しますと

ともに、引き続き、両中学校で１名の学校図書司書を配置してまいります。 

 次に、１２２ページ、第３目 保健体育費でございます。 

本年度予算額は、４，０９６万１千円を計上しており、前年度と比較して、９６万５

千円、２．４％の増となっております。 

この費目においては、学校医等への報償、給食備品の購入や給食施設の維持管理、給

食補助金の交付に係る費用を計上しております。 

予算額が増となった主な理由は、給食室スポットクーラー設置の完了で減額となりま
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したものの、斑鳩中学校給食室の屋根の補修等によるものでございます。 

引き続き、本町独自の学校給食補助金の交付を行い、子育て支援及び食育の推進に努

めてまいります。 

 次に、１２４ページ、第４項 幼稚園費、第１目 幼稚園費についてでございます。

本年度予算額は、１億２，９１２万１千円を計上しており、前年度と比較して、４０５

万６千円、３．２％の増となっております。 

この費目においては、幼稚園教諭の人件費のほか、幼稚園施設の維持管理や園児の健

康管理などの費用を計上しております。 

予算額が増となった主な理由は、園長、講師の配置状況により減となりましたものの、

幼稚園教諭の人件費及び西幼稚園の遊戯室の屋根補修等などによるものでございます。 

引き続き、本町独自の給食補助金の交付を行い、子育て支援及び食育の推進に努めて

まいります。 

次に、１２６ページ、第５項 社会教育費 第１目 社会教育総務費についてであり

ます。 

本年度予算額は、５，０１８万７千円を計上しており、前年度と比較して、２７０万

６千円、５．１％の減となっております｡ 

この費目においては、職員に係る人件費、社会教育指導員の配置のほか、青尐年健全

育成活動に対する支援、学校・地域連携教育支援活動の推進が主なものでございます。 

予算額が減となりました主な理由は、人事異動等によります職員人件費の減でござい

ます。 

  本町の生涯学習の振興及び推進の指導員の充実を図るため、社会教育指導員を４人配

置し、人権教育や家庭教育など生涯学習事業のさらなる推進に努めてまいります。 

  また、町子ども会連絡協議会等の青尐年の健全な育成を目的として活動をされている

団体に対し助成金を交付することにより、その活動を支援してまいります。 

  また、子どもたちが地域社会の中で健やかに心豊かに育まれる環境づくりを推進する

とともに、地域全体で学校教育を支援し、地域の絆を深められるよう、放課後子ども教

室及び学校支援本部事業を総合的に推進する学校・地域連携教育支援活動の推進に努め

てまいります。 

続きまして、１２８ページ、第２目 公民館費についてであります。 

本年度予算額は、４，６５８万７千円を計上しており、前年度と比較して、８７７万

２千円、１５．８％の減となっております｡ 
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この費目においては、中央・東・西公民館の管理運営に係る職員の人件費と維持管理

費、公民館教室の開催などが主なものでございます。 

予算額が減となりました主な理由は、公民館所属の正規職員１名の退職に伴う人件費

の減と修繕費の減などによるものであります。 

 公民館３館の維持管理といたしましては、第１１節の需用費１，０１８万円のうち、

各公民館の光熱水費・修繕料等の費用としまして８８４万６千円などを計上しておりま

す。 

  また、第１３節の委託料で、公民館維持管理に要する清掃業務委託料や警備保障委託

料等の費用として１，０３１万１千円を計上しております。 

次に、１３０ページ、第３目 文化祭費についてであります。 

本年度予算額は、２８万５千円を計上しており、前年度予算額５３０万１千円と比較

して、５０１万６千円と大幅な減となっております｡ 

予算額が減となりました理由は、平成２９年度において国民文化祭が開催されました

ことと、平成３０年度の斑鳩の里文化芸術祭の期間、いかるがホールの更新工事が実施

されますことから、新年度は中央公民館において開催するためでございます。 

次に、同じく１３０ペーシ、第４目 文化財保存費についてであります。 

本年度予算額は、３，００５万円を計上しております。前年度と比較して、２億２，

７４４万７千円、８８．３％の大幅な減となっております｡ 

予算額が減となった理由は、平成２９年度で史跡中宮寺跡整備工事が完了するためで

ございます。 

この費目においては、町内に所在する遺跡における発掘調査や町指定文化財候補の調

査、史跡中宮寺跡の維持管理費用、古文書の保全・整理などが主なものでございます。 

  具体的な内容といたしましては、個人住宅建築等に伴う町内遺跡の発掘調査のほか、

公共事業及び開発に伴う発掘調査で、５００万円を計上しております。これら遺跡の範

囲内における開発行為に伴い発掘調査を実施することにより、町内の埋蔵文化財の適切

な保存に努めてまいります。 

また、史跡中宮寺跡の維持管理では、４１５万１千円を計上しております。清掃や草

刈り業務等にかかります費用が主なものでございます。 

また、町指定文化財候補の調査につきましては、３２２万４千円を計上しております。 

法隆寺西１丁目に存在しております春日古墳については、追加の墳丘内の空洞調査等

を行ないながら、引き続き、調査検討委員会で検討を行ったうえで取り組んでまいりま
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す。 

また、法隆寺ゆかりの都市文化交流事業の開催につきましては、２３３万４千円を計

上しております。この事業は、平成２９年度に締結いたしました法隆寺ゆかりの都市文

化交流協定１周年を記念し、法隆寺及び法隆寺の食封が設置された兵庫県姫路市・朝来

市、神奈川県小田原市、群馬県高崎市そして本町の４市１町の古代の様相を紹介する特

別展および講演会を開催するものでございます。 

つづきまして、１３２ページ 第５目 図書館管理運営費についてであります。 

本年度予算額は、７，６６９万９千円を計上しております。前年度と比較して、１５

７万８千円、２．０％の減となっております｡ 

この費目においては、職員の人件費、図書館の維持管理、図書館サービスの充実、電

子図書館サービスの充実、そして蔵書の充実が主なものでございます。 

  図書館の維持管理につきましては、１３３ページ 第１３節委託料の図書館施設管理

業務委託料が主なものであり、１，４５９万４千円を計上しております。図書館はホー

ルとの複合施設であり、維持管理については、公益財団法人斑鳩町文化振興財団に委託

しておりますことから、図書館部分にかかる維持管理費用分を計上しております。 

  次に、図書館サービスの充実でありますが、図書館資料を整備し、利用者への資料提

供、レファレンス、地域に密着したサービスの提供に努めてまいります。 

  また、電子図書館サービスの充実については、使用料及び賃借料で電子書籍と電子図

書館サービス利用料を合わせ、３４５万６千円を計上しております。平成３０年度にお

いてもさらにこのサービスが普及するよう努めてまいります。 

次に、１３４ページ、第６目 文化財活用センター管理運営費でございます。 

本年度予算額は、３，２６０万円で、前年度とほぼ同額を計上しております。この費

目においては、職員の人件費、施設の運営及び維持管理費、特別展の開催等が主なもの

となっております。  

新年度におきましては、秋季特別展において藤ノ木古墳開棺調査３０周年記念として

藤ノ木古墳の石棺内出土品の展示のほか、藤ノ木古墳との共通性や特殊性を知るため、

県内に所在する家形石棺を有する古墳の出土品を合わせて展示する予定としているほか、

勾玉づくり教室等のこどもの体験学習の場である「こども考古学教室」などの開催を計

画し、住民皆様をはじめ、多くの方々に文化財センターをご利用していただくよう努め

てまいります。 

次に、１３６ページ、 第６項 保健体育費、第１目 保健体育総務費についてであ
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ります。  

本年度予算額は、１，６３３万円を計上しております。前年度と比較して、１６万２

千円、１．０％の減となっております｡ 

この費目においては、職員の人件費、社会教育指導員の配置、友好都市スポーツ交流

の推進や各種団体等に対する支援が主な内容でございます。 

  次に、１３８ページ、第２目 町民体育大会費についてであります。 

本年度予算額は、１４７万３千円を計上しております。前年度と比較して、３９万５

千円、３６．６％の増となっております。この費目では、町民体育大会の開催に必要な

経費として計上しております。予算が増となった主な理由は、昨年の大会においては、

前年度、前々年度の大会が雤天中止となったため、入賞等記念品のストックを活用した

ことにより、本年度は入賞等記念品にかかる報償費が増額となったことによるものでご

ざいます。 

町民体育大会つきましては、本年度で第６０回を迎える歴史ある大会であり、これま

での町民の皆様方の健康・体力づくりのほか、町民相互の親睦を図っていただく機会と

して一定の成果を挙げてまいりました。しかしながら、昨今の尐子高齢化や住民ニーズ

の多様化など社会情勢の変化とともに、年々不参加の自治会が増加してきており、町民

体育大会を開催することの意義が薄れてきております。こうしたことから、本年度の第

６０回町民体育大会開催後において町民体育大会の今後のあり方につきましては、地区

役員の皆さんを交えて十分議論する機会を設けて検討してまいりたいというふうに考え

ているところでございます。 

次に、同じく１３８ページ、第３目 健民運動場費についてであります。 

本年度予算額は、４６８万円を計上しており、前年度と比較して、４万１千円、０．

９％の増となっております｡この費目は、主に維持管理に係る経費となっております。 

  次に、１３９ページ、第４目 町民プール運営費についてであります。 

本年度予算額は、８１５万８千円を計上しており、前年度と比較して、３３万円、４．

２％の増となっております｡予算額が増となった主な理由は、プール排水口の修繕等に

よるものでございます。 

次に、第５目 すこやか斑鳩・スポーツセンター運営費についてであります。 

本年度予算額は、３，１０６万１千円を計上しております。前年度と比較して、２６

３万円、９．３％の増となっております｡ 

予算額が増となった主な理由は、中央体育館排煙窓、掲揚バトン昇降機及び屋内の壁
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のひび割れ等に係る修繕によるものでございます。 

  住民の健康の増進、体力づくりの推進、スポーツ・レクリエーション活動、そして町

民相互の交流の場として利用していただくために、常に良好な状態で利用していただけ

るよう適切な施設管理に努めてまいります。 

  以上、第９款 教育費についての説明でございます。よろしくご審議賜りますよう、

お願い申し上げます。 

○木澤委員長 第９款 教育費について説明が終わりました。これをもって本日の審査を

終了いたします。明日１３日は午前９時から再開し、引き続き本日の続きから審査する

ことといたしますので、定刻にご参集をお願いいたします。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  お疲れさまでした。 

（ 午後３時２８分 閉会 ） 


